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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益の記載について 

第40期及び第41期並びに第42期は、１株当たり当期純損失を計上することとなったため記載しておりませ

ん。 

３ 従業員数は就業人員数であり、従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の期間平均雇用人員であります。 

４ 第40期及び第41期並びに第42期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失が発生したため記

載しておりません。 

５ 第41期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額及び潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第

２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用

しております。 

６ 第42期は連結子会社、株式会社ワコークリエイト、有限会社フォルザインターナショナルの清算により連結

貸借対照表を作成していないため、連結貸借対照表に関連する各指標は記載しておりません。 

     ７ 第43期は連結子会社がないため、連結財務諸表は作成しておりません。 

８ 第44期は期末日が連結子会社の支配獲得日となり、貸借対照表のみを連結しているため連結損益計算書に関

連する各指標は記載しておりません。 

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 （千円） 4,391,071 3,515,704 2,834,022 － － 

経常損失 （千円） 178,976 261,977 291,120 － － 

当期純損失 （千円） 156,249 908,461 772,564 － － 

純資産額 （千円） 2,582,275 1,675,062 － － 1,213,108 

総資産額 （千円） 4,019,193 3,083,296 － － 3,473,787 

１株当たり純資産額 （円） 556.50 362.19 － － 139.45 

１株当たり当期純損失 （円） 33.66 196.11 161.93 － － 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 64.2 54.3 － － 34.9 

自己資本利益率 （％） － － － － － 

株価収益率 （倍） － － － － － 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 60,726 △44,279 △119,656 － － 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 29,800 △49,238 △99,343 － － 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 13,998 127,374 172,660 － － 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） 505,307 539,164 492,825 － － 

従業員数 （名） 
74 

(13) 

73 

(14) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

118 

  



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益の記載について 

第40期及び第41期及び第42期並びに第44期は、１株当たり当期純損失を計上することとなったため、また、

第43期は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 従業員数は就業人員数であり、従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の期間平均雇用人員であります。 

４ 第40期及び第41期及び第42期並びに第44期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、当期純

損失が発生したため記載しておりません。 

５ 第40期から、財務諸表等規則の改正により純資産額及び総資産額は、自己株式を資本に対する控除項目とし

て算出しており、また１株当たりの各数値（配当額は除く）の計算については、発行済株式総数から自己株

式数を控除して算出しております。 

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 （千円） 4,307,813 3,470,518 2,837,260 3,632,230 4,014,409 

経常利益又は損失（△） （千円） △187,251 △253,767 △277,810 45,409 △182,646 

当期純利益又は純損失

（△） 
（千円） △224,717 △900,258 △759,128 46,173 △552,202 

持分法を適用した場合の

投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 586,000 586,000 676,000 676,000 952,480 

発行済株式総数 （千株） 4,800 4,800 6,800 6,800 9,104 

純資産額 （千円） 2,560,636 1,661,627 1,100,165 1,104,169 1,106,750 

総資産額 （千円） 3,994,145 3,069,499 2,146,076 2,189,031 2,497,545 

１株当たり純資産額 （円） 551.84 359.29 166.46 172.40 127.22 

１株当たり配当額 （円） － － － － － 

（内１株当たり中間配当

額） 
（円） (－) (－) (－) (－) (－) 

１株当たり当期純利益又

は純損失（△） 
（円） △48.41 △194.34 △159.11 7.14 △81.75 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 64.1 54.1 51.3 50.4 44.3 

自己資本利益率 （％） － － － 4.2 － 

株価収益率 （倍） － － － 27.87 － 

配当性向 （％） － － － － － 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － － △82,289 △231,220 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － － △26,648 △340,701 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － － △285,149 748,148 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） － － － 98,738 274,965 

従業員数 （名） 
63 

(13) 

73 

(14) 

68 

(11) 

64 

(10) 

81 

(－) 



６ 第41期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額及び潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第

２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用

しております。 

７ 持分法を適用した場合の投資利益については、第40期及び第41期並びに第42期は連結財務諸表を作成してい

るため、第43期及び第44期は関連会社がないため記載しておりません。 

８ 営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フ

ロー、現金及び現金同等物の期末残高については、第40期及び第41期並びに第42期は連結財務諸表を作成し

ているため記載しておりません。 



２【沿革】 

   (注)  平成18年４月に社名をイー・レヴォリューション株式会社に変更いたしました。 

年月 沿革 

昭和37年８月 弱電機器用の銘板、特殊ネームプレートの加工・販売を目的として東京都港区芝新橋５丁目30番

地に和功産業株式会社を設立。 

昭和40年11月 装飾用テープ・自動車用ストライプを発売。 

昭和44年７月 神奈川県厚木市小野宮脇にシール印刷・シルク印刷加工のため厚木工場（現厚木流通センター）

を設置。 

昭和49年４月 当社主力商品のカーウィンドフィルムを発売。 

昭和61年12月 東京都港区西新橋に東京営業所（現東京支店）を、大阪府吹田市広芝町に大阪営業所（現大阪支

店）を設置。 

昭和62年７月 福岡県福岡市博多区板付に福岡出張所（現福岡営業所）を設置。 

昭和63年５月 日よけ商品の台湾OEM生産開始。 

平成３年１月 栃木県下都賀郡壬生町に自動車用アクセサリー製造のため栃木工場を設置。 

平成４年９月 北海道札幌市豊平区美しが丘に札幌出張所（現札幌営業所）を設置。 

平成６年５月 大阪営業所（現大阪支店）を大阪府豊中市服部元町に移転。 

平成７年１月 宮城県仙台市若林区新寺に仙台営業所を設置。 

平成８年９月 愛知県名古屋市東区葵に名古屋営業所を設置。 

平成８年９月 本社、東京支店を東京都港区虎ノ門３丁目８番21号に移転。 

平成８年10月 社名を株式会社ワコーに変更。 

平成11年８月 社団法人日本証券業協会の承認を得て店頭登録。 

平成11年９月 自動車用オーディオ機器の開発・販売を目的に株式会社ワコークリエイトを設立。 

平成11年９月 栃木工場を廃止。同施設を外注加工先へ賃貸することとし、これにより当社製造工程は全てファ

ブレス化された。 

平成12年４月 自動二輪用品（主としてアパレル用品）企画、販売分野での当社事業確立のため、有限会社フォ

ルザインターナショナルを買収、100％出資の子会社とした。 

平成13年８月 札幌営業所を札幌市白石区中央一条に移転。 

平成15年４月 名古屋営業所を名古屋市中川区吉津に移転。 

平成15年10月 連結子会社である㈱ワコークリエイトと㈲フォルザインターナショナルは平成15年６月に解散し

10月に清算結了。 

平成15年11月 ㈱タカラと資本提携基本合意書を締結。 

平成16年３月 本社・東京支店事務所を東京都千代田区神田岩本町２番地に移転。 

平成16年３月 ㈱タカラの子会社である㈱ドリームズ・カム・トゥルーよりＤ５事業部門（自動車用品販売部

門）の営業譲受。 

平成16年３月 ㈱タカラを引受先とする第三者割当による新株式を2,000,000株発行。 

  ㈱タカラが当社の発行済株式総数の50.59％保有したことにより㈱タカラの子会社となる。 

平成16年９月 仙台営業所を仙台市太白区に移転。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消、ジャスダック証券取引所に株式を上場。 

平成17年３月 ㈱タカラから雑貨事業部門の事業移管を受けるため事業移管に伴う契約書を締結。 

 平成18年２月  第三者割当増資による新株式を2,304,000株発行。 

  平成18年２月   ㈱エー・ジー、プラマイゼロ㈱、タカラインデックスｅＲラボ㈱の株式を取得し、子会社とした。



３【事業の内容】 

  当社は、株式会社タカラ（現株式会社タカラトミー 東証１部：7867 代表取締役社長富山幹太郎／東京都葛飾区

 以下タカラトミー）の関連会社として、玩具とは異なる切り口でのライフエンターテインメント事業を独自に展開す

 る企業としての発展を目指し、タカラトミーグループの中で同事業の拡大に相乗効果を発揮できる企業を集結し、当

 社を親会社とするライフエンターテインメント事業のグループを形成することから、平成18年２月28日に株式会社エ

 ー・ジー及びプラマイゼロ株式会社の発行済全株式数をタカラトミーから取得するとともにタカラインデックスラボ

 （現タカラインデックスeＲラボ株式会社 以下タカラインデックスeＲラボ）が発行する第三者割当による新株式を

 引き受けることにより、これら３社を子会社化いたしました。これにより、カー用品、生活雑貨、家電、アウトドア

 スポーツまで幅広く商材を取り扱うとともに、多岐にわたる流通チャネルを保有することとなり、グループの相乗効

 果を期待できます。 

  タカラトミーは平成17年10月31日に926千株、12月７日に1,316千株を譲渡したことにより、当社の親会社等には該

 当しなくなりましたが、当社は、同社との事業上の取引等相互の関連、取組みは従来どおり継続いたしますので、株

 式の異動に伴う影響はありません。 

 当社グループの事業系統図は次のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

 当社のその他の関係会社は㈱タカラトミーで、当社に対する議決権を13.89％保有しております。当社は、商品の

一部を同社から仕入れております。また、同社が導入しているＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）に参

加しております。なお、同社は、有価証券報告書の提出会社であります。 

(1）連結子会社 

 （注）プラマイゼロ㈱は、特定子会社に該当いたします。  

  

  (2）その他の関係会社 

   その他の関係会社である㈱タカラトミーの状況については、「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等 （1）連

結財務諸表 注記事項（関連当事者との取引）」に記載しているため、記載を省略しております。なお、㈱タカラト

ミーは、有価証券報告書の提出会社であります。 

   

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容 
議決権の所有割合 

（％） 
関係内容 

 ㈱エー・ジー  東京都中央区 90,000 

 玩具・ホビー用

品・家庭用品の輸

入製造卸及び輸入

業 

100.0 役員の兼任 2名 

 プラマイゼロ㈱  東京都港区 98,000 
 家電・雑貨の企

画・製造・販売 
100.0 役員の兼任 1名 

 タカラインデック 

スｅＲラボ㈱ 
 東京都台東区 87,000 

 商品及びビジネ

スモデルの企画開

発 

51.6 

当社製品の一部を

開発委託。 

資金の貸付 

役員の兼任 2名 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）事業のセグメント情報を記載していないため、従業員数は連結会社の合計で記載しております。  

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

    ３ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

４ 平成17年4月1日付にて㈱タカラより雑貨事業部門の事業移管を受けた事により、㈱タカラの当該部門の人員

19名の転籍を受け入れております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されていませんが、親睦団体である社員会があります。社員総会には、会社から総務担当者が出

席して社員会からの要望事項等に対応しております。現在労使関係は円満に保たれております。 

  （平成18年３月31日現在）

従業員数（名） 

   

 118 

  （平成18年３月31日現在）

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

81（－） 38.3 5.9 5,380,826 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

 当連結会計年度は、貸借対照表のみを連結しているため、当社についての記載となっております。 

 (1）業績 

   当事業年度におけるわが国経済は、原油高の影響があったものの、堅調な企業業績を背景にした設備投資の拡大に 

  加え、雇用・所得環境の改善により個人消費も緩やかに増加するなど、景気は回復基調で推移しました。当社の関係 

   する業界である自動車の国内需要は堅調なものの、新車標準装備アイテム増加の影響等でアフターマーケットは依然 

   厳しい状況が続いております。 

     このような状況の下で、収益力の回復を図るべく会社体質の抜本的な見直しと改善に取組み、事業再編を目的にタ 

   カラトミーより事業シナジーのある株式会社エー・ジー並びにプラマイゼロ株式会社を取得し、子会社化いたしまし 

   た。また、タカラインデックスｅＲラボ株式会社の第三者割当増資を引き受け、当社の子会社といたしました。 

   当期の営業状況は、主力製品のウィンドフィルム、車装用LEDやネオン管を用いたアブロス及びカーアクセサリーが

   減少したものの、ドレスアップ市場のトレンドを捉えたカーテン等の売上増加により自動車用品全体の売上げは増加 

   いたしました。また、平成17年4月1日にタカラトミーより、キャラクターを用いた雑貨事業部門の事業移管を受け、 

   雑貨事業部として営業活動を開始したことにより、雑貨事業部の売上高が寄与いたしました。この結果、売上高は 

   4,014百万円と前期比10.5%の増収となりましたが、雑貨事業部の経費増加、事業再編に伴う費用の発生等により161百

   万円の営業損失（前期は42百万円の営業利益）、182百万円の経常損失（前期は45百万円の経常利益）となりました。

     また、固定資産の減損会計を適用したことにより242百万円、投資損失等を引当てたことにより106百万円、棚卸資 

   産を廃棄したことにより66百万円等、計428百万円の特別損失を計上し、その結果当期純損失は552百万円（前期は46 

   百万円の当期純利益）となりました。 

   商品群別の概況は、以下の通りであります。 

  ① 製品 

 （自動車用等アクセサリー） 

 ネオン管等を利用したアブロスやルミアロマ、新製品であるギャルズパラダイスフレグランス等車内・外用のアク

セサリーを中心としております。カーエンターテインメントとして投入したギャルズパラダイスフレグランスは好調

に推移したものの、アブロス等の光物が道路交通法の影響を受け車外用が落ち込むこととなり、売上高は565百万円

（前年同期比34.8％減）となりました。 

 （自動車用ウィンドフィルム） 

 「ワクール」「ラクール」に代表される一般消費者用フィルムと業務用フィルムを中心としております。シェアア

ップを試みましたが、メーカー純正の着色ガラス普及率の増加によるアフターマーケットの落ち込みにより売上高

は、446百万円（前年同期比29.5%減）となりました。 

 （自動車用季節用品） 

 キャラクターブランドの日除け用品、ドレスアップカーテンを中心としております。ドレスアップ市場を捉え、新

製品を投入できたことでカーテンのシェアアップを図り、売上高は824百万円（前年同期比81.7%増）と順調に推移し

ました。 

  （ステッカー） 

 一般品と版権品のステッカーを中心としております。当期はアイテム数を削減しましたが、その中でも金箔、銀箔

ステッカーの販売が好調となり115百万円（前年同期比57.9%増）となりました。 

  （トイ雑貨） 

 平成17年4月に株式会社タカラ（現 株式会社タカラトミー）より雑貨事業部の移管を受け、キャラクターを使った

メカ雑貨、ホビードール、ぬいぐるみ等を中心に販売を開始し、当期の売上高は、301百万円となりました。 

  （その他） 

 保安・安全用品と清掃・ケミカル用品、携帯電話用ハンズフリー製品を中心としております。前期好調であったハ

ロゲンバルブが落ち込んだものの、ローリングポジション、動くドライブマーク、骨伝くんなどの新製品の導入によ

り売上高は505百万円（前年同期比146.5%増）となりました。 

  以上の結果、製品全体の売上高は2,756百万円（前年同期比23.6%増）となりました。 

  ② 商品 

 （トイ雑貨） 

 自動車関連玩具、AV商品、雑貨商品を中心としております。昨年好調であったAV商品の落ち込みにより売上高は500

百万円（前年同期比24.3%減）となりました。 

 （アパレル商品） 

 OEMによる二輪用アパレル商品や婦人用アパレル商品を中心としております。昨年に引き続き婦人用アパレルが好調

であったことから売上高は661百万円（前年同期比13.8%増）となりました。 

 （その他） 



 自動車用アクセサリー等を販売しております。商品アイテムの絞込みにより売上高は95百万円（前年同期比39.9%減）

となりました。 

 以上の結果、商品売上高は1,257百万円（前年同期比10.3%減）となりました。 

 (2）キャッシュ・フローの状況 

  当事業年度における現金および現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動による資金の支出231,220千円、投

資活動による資金の支出340,701千円、財務活動による資金の獲得748,148千円等により、期首に比べて176,226千円増

加し、274,965千円（対前年同期比178.5％増）となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金収支は、231,220千円減少しました。主な要因は、減損損失242,906千円、投資損失引当金84,800

千円、破産更生債権等120,518千円の現金支出を伴わない調整項目の増加等に、貸倒引当金136,251千円の減少、棚卸資

産151,710千円の増加に税引前当期純損失544,300千円による支出により資金は減少しました。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金収支は、340,701千円減少いたしました。主な要因は、関係会社株式取得による支出211,800千円

及び短期貸付金による支出144,648千円によるものであります。 

 （財務活動によるキャッシュフロー） 

 財務活動による資金収支は、748,148千円増加いたしました。主な要因は、新株式発行による収入546,064千円及び短

期借入金による収入205,000千円によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

  

   当連結会計年度は、貸借対照表のみを連結しているため、当社についての記載となっております。 

    (1) 生産実績 

 当事業年度における生産実績を品目群別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当事業年度における商品仕入実績を品目群別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額は仕入価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注実績 

 当社は受注生産を行っておりません。 

(4）販売実績 

①当事業年度における販売実績を品目群別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目群 金額（千円） 前年同期比（％） 

自動車用等アクセサリー 717,591 77.2 

自動車用ウィンドフィルム 403,571 59.9 

自動車用季節用品 1,061,480 153.1 

ステッカー 146,298 269.7 

トイ雑貨 557,205 ― 

その他 256,121 136.9 

合計 3,142,269 123.8 

品目群 金額（千円） 前年同期比（％） 

トイ雑貨 350,880 59.7 

アパレル商品 555,308 110.2 

その他 71,975 58.3 

合計 978,164 80.5 

 品目群 金額（千円） 前年同期比（％） 

自動車用等アクセサリー 565,010 65.2 

自動車用ウィンドフィルム 446,068 70.5 

自動車用季節用品 824,116 181.7 

ステッカー 115,150 157.9 

トイ雑貨 301,151 － 

その他 505,216 246.5 

製品計 2,756,714 123.6 

トイ雑貨 500,470 75.7 

アパレル商品 661,668 113.8 

その他 95,556 60.1 

商品計 1,257,695 89.7 

 合計 4,014,409 110.5 



②主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

 （注） 金額には、消費税等は含まれておりません。 

相手先 
前事業年度 
（千円） 

当事業年度 
（千円） 

株式会社イエローハット 535,418（14.7％） 518,155（12.9％） 

エンパイヤ自動車株式会社 529,598（14.6％） 410,950（10.2％） 



３【対処すべき課題】 

 当社が関係するカー用品業界は、新車標準装備アイテムが増加するなど、マーケットが伸びないという厳しい経営

環境が続いております。当社としては、こうした環境下、利益を出せる体質にするために改革をしていく必要に迫ら

れております。このような状況下、当社が対処すべき課題は、①現行事業の再構築、②財務体質の強化、③グループ

経営移行のための管理体制の強化、④人材の育成があげられます。 

① 現行事業の再構築 

  厳しい事業環境下、利益が出る体質を構築するために、改革を行ってまいります。その一環として、株式会社

リヴァンプと平成18年3月31日に経営改革支援に関する業務委託契約を締結し、リヴァンプの企業ネットワーク及

び人的ネットワークを活用し、リヴァンプの支援の下で事業の再構築を進めてまいります。 

② 財務体質の改善・強化 

  当社グループの事業拡大のためには、手元流動資金の確保が必要となります。そのために、資金調達を行い、

手元流動性を高めてまいります。 

③ グループ経営移行のための管理体制の強化 

  当社は、タカラトミーの関連会社として、玩具とは異なる切り口でのライフエンターテインメント事業を独自 

 に展開する企業としての発展を目指し、タカラグループの中で同事業の拡大に相乗効果を発揮できる企業を子会 

 社化し、当社をその中核企業としたライフエンターテインメント事業のグループを形成いたしました。これらの 

 グループ会社を統括し、グループ全体の戦略を担当する経営戦略室を新たに設置し、グループのシナジー効果を 

 出すための経営管理体制を新たに構築するとともに、迅速な意思決定を行ってまいります。 

④ 人材の育成 

  当社は、人が財産であり、人材の育成と登用が今後の当社発展のための重要課題であると認識しております。 

 そのため、人事制度の改革を進め、目標と成果に応じた公正な人事評価制度を導入し、従業員の活性化を進めて 

 まいります。 



４【事業等のリスク】 

     当社の経営成績、株価及び財務状況に及ぼす影響または及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあり 

     ます。 

      なお、文中における将来に関する事項は、当会計期間末（平成18年3月31日）において当社が判断したものであり

     ます。 

   ① 主力製品 

    当社の主力製品は、一般消費者向けの自動車用ウィンドフィルムで当社売上高の11.1%を占めております。同製品

     は、当社にとって採算性が高く引き続き収益の柱として注力していく所存ですが、自動車メーカーの純正着色ガラ 

     スの採用率の増加等により市場環境が変化する場合は、経営成績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

    ② 業績の季節変動リスク 

      当社の主力製品は、自動車用ウィンドフィルム及びカーテンであり、季節用品の日よけとあわせ当社の売上高に 

     占める割合が高く、春から夏にかけて天候状況により業績が影響を受けるとともに売上高が上期に集中する傾向に 

     あります。このため、天候状況によっては、経営成績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

    ③ 法的規制リスク 

      当社の主力製品である自動車用ウィンドフィルムについては、これを直接対象とする法的規制あるいは行政指導 

     はありませんが、これを貼付けするにあたり「道路運送車両の保安基準（国土交通省令）」における窓ガラスの可 

     視光線透過率規制により必然的に貼付部位に制限が生じております。又、自動車用ウィンドフィルムの他、カー周 

     りの用品においても法的規制を受ける製品もありますので、今後安全性の面等から法的規制が変化する場合は、経 

     営成績及び財務状況に影響を受ける可能性があります。 

    ④ 新製品開発リスク 

      当社は、カー用品のみならず遊び心を付加したエンターテインメント性のある魅力的な新製品を開発できると考 

     えておりますが、新製品が市場の支持を得られると正確に予測することは困難です。当社が業界と市場の変化を十 

     分に予測できず、魅力ある新製品を出来ない場合は、経営成績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

    ⑤ 取引先の信用リスク 

      カー用品業界は、デフレの長期化と消費低迷のもと厳しい経営環境が続いており、ベンダーの倒産も発生してい 

     ました。当社は、取引先の業況・動向の把握に努め与信管理に注力し、回収遅延の見られる取引先につき予防的に 

     貸倒引当金を計上する等、当社として十分と考えられる措置を行っております。しかしながら、業界環境の好転は 

     当面期待できないことから、予測の出来ない特定の取引先の信用状況の悪化により回収不能・回収遅延等の状況が 

     発生した場合は、経営成績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

    ⑥ カントリーリスク 

      当社の商品調達のうち約4割は輸入であり、その比率は年々増加傾向にあります。主な輸入先は中国、台湾及び韓

     国で、平成14年におけるＳＡＲＳ騒動のようなリスク、外国政府による規制、平成17年における中国の反日活動等 

     の政治情勢等により輸入に著しく支障をきたした場合は、経営成績及び財務状況に影響を及ぼす可能性がありま 

   す。 

    ⑦ 外国為替リスク 

      前項のとおり、当社の商品調達のうち約4割は輸入であり、その大部分はドル建てであります。従って調達コスト

     は常に為替レートの影響を受けます。為替先物予約や価格見直し等により極力リスク回避を図りますが、予想以上 

     に為替の変動が大きくなった場合は、経営成績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

    ⑧ 金利変動リスク 

      当社は、複数の金融機関より運転資金の借入を行っております。現在の借入金利は、従来の取引状況を背景に特 

     に高いとは考えておりませんが、当社の損益状況による金融機関の内部格付け判断により金利引上げを求められる 

     可能性があります。通常の予想範囲内において、計画に織り込んでおりますが、大幅な引き上げとなった場合は、 

     経営成績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

    ⑨ 一部従業員への依存リスク 

      当社は、従業員81名で会社運営を行っております。一部業務については、属人的能力に頼っておりますので、緊 

     急時に代わりの人材が社内にいないことで会社運営に支障をきたした場合は、経営成績及び財務状況に影響を及ぼ 

     す可能性があります。 

    ⑩ タカラトミーとの関係についてのリスク 

      タカラトミーは、当社株式を平成17年10月31日に926千株、12月７日に1,316千株を譲渡したことにより、当社の 

     親会社等には該当しなくなりました。同社との事業上の取引等相互の関連、取組みは従来どおり継続しております 

     が、タカラトミーグループの中での当社の位置づけに変化がある場合は、経営成績及び財務状況に影響を及ぼす可 

     能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

 当社は、平成18年3月31日付けにて、株式会社リヴァンプ（東京都港区、資本金175百万円、代表パートナー澤田貴

司、玉津元一、浜田宏）との間で、経営改革支援に関する業務委託契約を締結いたしました。業務委託の内容は、次

の通りであります。 

１．リヴァンプによる経営改革支援、指導及び助言の受け入れ 

 ①当社及び当社グループ会社の商品販売方法に関する助言及びその実行支援 

 ②当社及び当社グループ会社の商品企画、生産及びマーケティングに関する助言及びその実行支援 

 ③当社及び当社グループ会社の経営管理に関する助言及びその実行支援 

２．経営改革支援チームの受け入れ 

 当社は、リヴァンプより常勤取締役１名以上及び経営改革支援の人材を受け入れ、リヴァンプの企業ネットワーク

及び人的ネットワークを活用し、事業の再構築を推進いたします。 



６【研究開発活動】 

 当社の研究開発活動の重点は、新規商品の開発・製品化の目処を確定することにあります。当事業年度の研究開発

費額は88百万円でした。なお、開発担当は商品制作部が担当し、新商品の開発ならびに既存商品の改良・改善等につ

いて基本概念の掘り起こしから企画、調査、試作、製造決定までの業務を担当しておりますが、その過程で必要に応

じて外部ブレーン・専門メーカーの協力を得て遂行しております。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）財政状態の分析 

（流動資産） 

  当事業年度末における流動資産は、19億23百万円と4億50百万円（30.6％)増加いたしました。 

 流動資産増加の主な要因は、現金及び預金（1億76百万円）、製品（1億31百万円）、短期貸付金(1億14百万

円)の増加によるものであります。 

 現金及び預金の増加は、第三者割当増資に伴うものであります。 

  短期貸付金の増加は、タカラトミーグループのＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）による貸付金

の増加によるものであります。 

 製品の増加は、㈱タカラトミーから雑貨事業の移管を受けたことによるものであります。 

（固定資産） 

  当事業年度末における固定資産は、5億74百万円と1億41百万円（19.8％）減少いたしました。 

 固定資産の減少の主な要因は、有形固定資産（2億60百万円）の減少によるものであります。 

 有形固定資産の減少は、当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会平成 14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第6号 平成15年10月31日）を適用したことによります。 

（流動負債） 

 当事業年度末における流動負債は13億18百万円と3億3百万円（29.9％）増加いたしました。 

  流動負債増加の主な要因は、買掛金（1億32百万円）、短期借入金（2億5百万）の増加によるものでありま

す。 

  買掛金は、売上高の増加に伴う仕入増加によるものであります。 

  短期借入金は、運転資金として増加したものであります。 

（固定負債） 

     当事業年度末における固定負債は、72百万円と2百万円（4.0%）増加いたしました。      

  

（資本） 

 当事業年度末の資本は、11億6百万円と2百万円増加いたしました。 

  この増加は、当期未処理損失（5億6百万円）が大きく発生いたしましたが、第三者割当増資により、資本金

（2億76百万円）及び資本準備金（2億74百万円）がそれぞれ増加したことによるものであります。 

(2）経営成績の分析 

 当事業年度における売上高は4,014百万円と前期比10.5%の増収となりましたが、雑貨事業部の経費増加、事業再

編に伴う費用の発生等により161百万円の営業損失（前期は42百万円の営業利益）、182百万円の経常損失（前期は

45百万円の経常利益）となりました。また、固定資産の減損会計を適用したことにより242百万円、投資損失等を

引当てたことにより106百万円、棚卸資産を処分したことにより66百万円等、計428百万円の特別損失を計上し、そ

の結果当期純損失は552百万円（前期は46百万円の当期純利益）となりました。 

 

 なお、売上高の概況につきましては、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要」に記載しております。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度は、貸借対照表のみを連結しているため、当社についての記載となっております。 

    当事業年度の設備投資は、総額31百万円に止まりました。内訳は有形固定資産として製品製造用金型24百万円、Ｅ

    ＤＰ機器として７百万円であります。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であります。なお、金額には消費税等は含まれておりません。

２．土地、建物の一部を賃借しており、年間賃借料は45,090千円であります。賃借中の土地面積については

〔 〕で外書きしております。 

３．上記の他主要なリース設備として、営業車両、EDP機器類等があり年間リース料は18,081千円であります。

なお、この内EDP機器一式についての契約概要は次のとおりであります。 

期間：４年   年間リース料: 5,464千円     平成18年３月31日現在契約残高 13,793千円 

(2）国内子会社 

 （注） 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であります。なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3）在外子会社 

    該当事項はありません。 

事業所名 
（所在地） 

セグメントの名
称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（名） 建物及び構

築物 
機械装置及
び運搬具 

土地 
（面積㎡） 

その他 合計 

生産委託先 生産業務 製品製造用金型 － － － 24,141 24,141 － 

本社・東京支店 

（東京都千代田区） 

管理業務 

販売業務 
その他の設備 6,043 － － 5,842 11,885 66 

大阪支店 

（大阪府豊中市） 
販売業務 同上 22,074 － 

26,400 

(161.97) 
392 48,866 5 

福岡営業所 

（福岡県福岡市博多区） 
同上 同上 18,991 － 

11,246 

(124.46) 
330 30,569 4 

名古屋営業所 

（愛知県名古屋市中川

区） 

同上 同上 － － － 235 235 3 

札幌営業所 

（北海道札幌市白石区） 
同上 同上 － － － 78 78 － 

厚木流通センター 

（神奈川県厚木市） 
物流業務 同上 49,305 983 

－ 

〔1,876.38〕
775 51,063 3 

栃木施設 

（栃木県下都賀郡壬生

町） 

物流業務 倉庫 － － 

4,800 

(938.00) 

〔277.00〕

－ 4,800 － 

ワコービル他 

（東京都港区他） 
  賃貸設備 27,061 － 

90,664 

(153.73) 
144 117,870 － 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（名） 建物及び

構築物 
機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

㈱エー・ジー 

本社他 

（東京都中央

区） 

その他の設備  932 － －  1,258 2,191 15 

プラマイゼロ㈱ 
本社他 

(東京都港区) 

その他の設

備・店舗  
17,202 － －  63,627 80,830 9 

タカラインデックスｅＲラ

ボ㈱ 

 本社 

(東京都台東

区) 

その他の設備  － － －  7,671 7,671 13 



３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 特記すべき事項はありません。 

(2）重要な設備の除却等 

 特記すべき事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 19,200,000 

計 19,200,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 9,104,000 9,104,000 ジャスダック証券取引所 

完全議決権株

式であり、権

利内容に何ら

限定のない当

社における標

準となる株式 

計 9,104,000 9,104,000 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権（ストックオプション）は、次のとお

りであります。 

①平成16年６月24日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２．新株予約権の発行日（以下「予約権発行日」という。）以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、

次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当

該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の

端数については、これを切り捨てる。 

また、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割を行う場合、な

らびに、当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、当社は

必要と認める株式の数の調整を行う。 

３．各新株予約権の行使に際して払込をすべき金額 

新株予約権１個あたりの払込金額は、次により決定される１株あたりの払込金額に定める新株予約権１個の

株式数を乗じた金額とする。 

当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株あたりの払込金額を調整し、調整の結果生

じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合［新株予約権の行

使、商法等の一部を改正する法律（平成13年法律第128号）施行前の商法に基づき付与されたストックオプ

ションによる新株引受権の行使および転換社債の転換の場合は除く。］は次の算式により１株あたりの払込

金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株あたり払込金額」を

「１株あたり処分金額」と読み替えるものとする。 

さらに、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割を行う場合、

ならびに、当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、当社

は必要と認める払込金額の調整を行う。 

  
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数 244個 注１ 240個 注１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 244,000株 注２、６ 240,000株 注２、７  

新株予約権の行使時の払込金額 
１個あたり185,000円 

注３ 
同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年６月25日～ 

平成21年６月24日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格     185円 

資本組入額    93円 
同左 

新株予約権の行使の条件 注４、５ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡する場

合は、当社取締役会の承

認を要する。 

同左 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株あたり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 



４．新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けたもの（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時において当社の取締役ま

たは従業員いずれかの地位を保有していること、あるいは、当社と顧問契約を締結している場合に限る。た

だし、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りではない。 

②新株予約権者が死亡した場合は、その者の相続人は新株予約権を行使することができる。 

③その他の条件は、本総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予

約権割当契約書」に定めるところによる。 

５．新株予約権の消却 

①当社は、新株予約権者またはその相続人が新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合は当該新株予約

権を無償で消却することができる。 

②当社は、当社が消滅会社となる合併契約書の承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または、当社が

完全子会社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案が当社株主総会で承認された場合は、

新株予約権を無償で消却することができる。 

     ６．15名退職により、新株予約権の数52個と新株予約権の目的となる株式の数52,000株は、失権しております。

７．17名退職により、新株予約権の数56個と新株予約権の目的となる株式の数56,000株は、失権しております。



②平成17年６月21日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２．新株予約権の発行日（以下「予約権発行日」という。）以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、

次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当

該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の

端数については、これを切り捨てる。 

また、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割を行う場合、な

らびに、当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、当社は

必要と認める株式の数の調整を行う。 

３．各新株予約権の行使に際して払込をすべき金額 

新株予約権１個あたりの払込金額は、次により決定される１株あたりの払込金額に定める新株予約権１個の

株式数を乗じた金額とする。 

当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株あたりの払込金額を調整し、調整の結果生

じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合［新株予約権の行

使、商法等の一部を改正する法律（平成13年法律第128号）施行前の商法に基づき付与されたストックオプ

ションによる新株引受権の行使および転換社債の転換の場合は除く。］は次の算式により１株あたりの払込

金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株あたり払込金額」を

「１株あたり処分金額」と読み替えるものとする。 

さらに、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割を行う場合、

ならびに、当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、当社

は必要と認める払込金額の調整を行う。 

  
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数  －  86個   注１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 － 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数  －  86,000株  注２、６ 

新株予約権の行使時の払込金額 
－ 

  

１個あたり426,000円 

                注３ 

新株予約権の行使期間 
－ 

  

平成19年６月22日～  

   平成21年６月21日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

－ 

  

発行価格    426円 

  資本組入額      213円 

新株予約権の行使の条件 － 注４、５ 

新株予約権の譲渡に関する事項 － 

新株予約権を譲渡する場

合は、当社取締役会の承

認を要する。 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株あたり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 



４．新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けたもの（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時において当社の取締役ま

たは従業員いずれかの地位を保有していること、あるいは、当社と顧問契約を締結している場合に限る。た

だし、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りではない。 

②新株予約権者が死亡した場合は、その者の相続人は新株予約権を行使することができる。 

③その他の条件は、本総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予

約権割当契約書」に定めるところによる。 

５．新株予約権の消却 

①当社は、新株予約権者またはその相続人が新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合は当該新株予約

権を無償で消却することができる。 

②当社は、当社が消滅会社となる合併契約書の承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または、当社が

完全子会社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案が当社株主総会で承認された場合は、

新株予約権を無償で消却することができる。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１ 平成14年６月26日開催の定時株主総会における資本準備金減少決議に基づくその他資本剰余金への振替であ

ります。 

２ ㈱タカラを引受先とする第三者割当による新株式発行（発行価格 90円 資本組入額 45円） 

３ 第三者割当による新株式発行（発行価格 239円 資本組入額 120円） 

  主な割当先 システムサービス㈱、ネクストジャパン㈱、㈱セガトイズ、他７社 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年７月28日 

（注）１ 
－ 4,800,000 － 586,000 △447,000 146,500 

平成16年３月12日 

（注）２ 
2,000,000 6,800,000 90,000 676,000 90,000 236,500 

 平成18年２月27日 

 （注）３ 

  

2,304,000 9,104,000 276,480 952,480 274,176 510,676 



(4）【所有者別状況】 

 （注）１ 自己株式404,428株は「個人その他」に404単元、「単元未満株式の状況」に428株含まれております。 

２ 上記「その他の法人」には証券保管振替機構名義の株式が5単元含まれております。 

(5）【大株主の状況】 

 （注） 前事業年度末現在主要株主でなかった㈲ドリームスオブＤは、当事業年度末では主要株主となっております。 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） 0 7 7 33 4 1 529 581 － 

所有株式数

（単元） 
0 960 144 4,750 242 0 2,936 9,032 72,000  

所有株式数の

割合（％） 
0.0 10.63 1.59 52.59 2.68 0.0 32.51 100.0 － 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱タカラトミー 東京都葛飾区青戸四丁目19－16 1,198 13.16 

㈲ドリームスオブＤ 東京都千代田区東神田三丁目５－１ 916 10.06 

日本マスタートラスト 

信託銀行株式会社(信託口)  
東京都港区浜松町二丁目11－３ 527 5.79 

落合 正美 埼玉県さいたま市緑区 463 5.09 

ＦＰＦテクノロジー 

投資事業組合 
東京都台東区元浅草一丁目19－４ 419 4.6 

㈱ネクストジャパン 大阪府吹田市豊津町９－１ 419 4.6 

システムサービス㈱ 東京都豊島区東池袋一丁目13－６ 419 4.6 

㈲ＷＩＳＨ 東京都文京区本駒込四丁目８－４ 400 4.39 

投資事業有限責任組合 

ジェフリーズ・ジャパン・エ

クイティ・ファンド１号 

 東京都千代田区有楽町一丁目５－１ 290 3.19 

㈱セガトイズ 東京都台東区柳橋一丁目４－４ 209 2.3 

計 － 5,260 57.78 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株（議決権５個）

含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式428株が含まれております。 

②【自己株式等】 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式  404,000 
－ 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,628,000 8,628 同上 

単元未満株式 普通株式  72,000 － 同上 

発行済株式総数 9,104,000 － － 

総株主の議決権 － 8,628 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 
  

㈱ワコー 
東京都千代田区神

田岩本町２番地 
404,000 － 404,000 4.4 

計 － 404,000 － 404,000 4.4 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用しております。 

①平成12年６月28日決議分 

 当該制度は旧商法第210条ノ２の規定に基づき、当社が自己株式を買い付ける方法により、平成12年６月28

日開催の第38回定時株主総会終結時に在任する取締役及び同日現在在籍する従業員に対して付与することを平

成12年６月28日の定時株主総会において決議されたものであります。 

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

 （注） 権利付与日以降、株式の分割又は時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により譲渡価格を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

なお、第42期（平成16年３月12日）及び第44期（平成18年２月27日）に第三者割当による新株式について時価

を下回る価格で発行したために、調整後の譲渡価格は247円になります。 

②平成16年６月24日決議分 

 当該制度は、旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、平成16年６月24日開催の第42回定時株

主総会終結時に在任する取締役及び同日現在在籍する従業員ならびに取引先のコンサルタント等に対して付与

することを平成16年６月24日の定時株主総会において決議されたものであります。 

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

 （注） 第44期（平成18年２月27日）に第三者割当による新株式について時価を下回る価格で発行したために、調整 

     後の譲渡価格は185円になります。 

  

付与対象者 株式の種類 株式数 譲渡価額 権利行使期間 権利行使についての条件 

取締役３名 普通株式 

34,000株を上

限とする。 

（１人６千株

から８千株ま

での範囲） 340円／株 

（注） 

自平成14年６月29日 

至平成18年６月28日 

権利行使時においても当

社取締役又は従業員であ

ることを要する。 

権利者が死亡した場合に

は、相続人が権利行使可

能とする。 

権利の譲渡及び質入れは

認めない。 

71名 普通株式 

155,000株を

上限とする。 

（１人１千株

から４千株ま

での範囲） 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後１株当たり

譲渡価格 
＝
調整前１株当たり

譲渡価格 
×

分割・新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 分割・新規発行による増加株式数 

決議年月日 平成16年６月24日 

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役６名、従業員66名、コンサルタント１名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 296,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １個あたり213,000円 

新株予約権の行使期間 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



     ③平成17年６月21日決議分 

 当該制度は、旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、平成17年６月21日開催の第43回定時株

主総会終結時に在任する取締役及び監査役ならびに同日現在在籍する従業員に対して付与することを平成17年

６月21日の定時株主総会において決議されたものであります。 

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

決議年月日 平成17年６月21日 

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役１名、監査役３名、従業員21名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 86,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １個あたり426,000円 

新株予約権の行使期間 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、株主への還元を第一として将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定

した配当を継続することを基本方針としております。 

 当期の配当につきましては、売上高は増加したものの当期純損失を計上することに至りましたので無配とさせてい

ただきます。次期以降は利益を計上し復配できるように努めてまいります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年12月12日以前は日本証券業協会におけるもので第43期は（ ）表示をしており、

平成16年12月13日以降はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 390 200 297 （274）230 681 

最低（円） 147 100 92 （150）160 186 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 263 681 565 610 530 430 

最低（円） 240 240 410 401 350 365 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役会長   佐藤 慶太 昭和32年12月15日生 

平成11年11月 ㈱タカラ（現㈱タカラトミー）

顧問   

  

  

     － 

  

  

  

平成12年２月 同社代表取締役社長 

平成16年２月 当社取締役 

平成17年４月 ㈱タカラ取締役会長 

平成17年５月 同社代表取締役会長 

平成17年11月 当社取締役会長（現任） 

平成18年３月 ㈱タカラトミー代表取締役副社

長（現任） 

代表取締役社

長 
  久保 亮三 昭和22年２月14日生 

昭和44年４月 富士銀行（現みずほ銀行）入行 

     － 

平成11年６月 ㈱タカラ（現㈱タカラトミー） 

常勤監査役 

平成13年６月 同社取締役財務部長兼経営企画

室長 

平成16年６月 当社監査役 

平成18年３月 ㈱タカラトミー執行役員管理本

部長  

平成18年６月 同社執行役員管理統括本部長  

平成18年６月 当社代表取締役社長（現任） 

専務取締役   與畑 信久 昭和30年１月31日生 

昭和52年４月 ㈱タカラ（現㈱タカラトミー） 

入社 

     － 

平成10年３月 ㈱トミー（現㈱タカラトミー） 

入社  

平成11年７月 同社執行役員ハスブロ事業本部

副本部長 

平成15年４月 ㈱タカラ入社 

平成16年６月 同社マーケティング本部副本部

長 

平成16年９月 同社ライフ事業部長 

平成17年２月 当社顧問 

平成17年６月 当社代表取締役社長 

平成18年６月 当社専務取締役（現任） 

取締役 
執行役員 

人事総務部長 
細屋 憲雄 昭和22年３月16日生 

平成12年２月 ㈱タカラ（現㈱タカラトミー） 

取締役人事部長兼総務部長 

     － 

平成16年６月 同社執行役員人事部長兼管理部

長兼法務部長 

平成18年３月 当社入社人事総務部長 

平成18年６月 当社取締役執行役員人事総務部

長（現任） 

取締役 
執行役員 

経営管理部長 
高橋 修 昭和35年３月17日生 

昭和58年４月 黒田電気㈱入社 

     － 

平成16年４月 同社経営戦略室シニアマネージ

ャー 

平成18年２月 当社入社経営管理部長 

平成18年６月 当社取締役執行役員経営管理部

長（現任） 

取締役 
執行役員 

経営戦略室長  
山﨑 哲也 昭和46年5月8日生 

平成12年６月 ㈱ファーストリテイリング入社 

     － 

平成18年５月 ㈱リヴァンプ入社 

 ディレクター（現任） 

平成18年６月 当社取締役執行役員経営戦略室

長（現任） 

 取締役   佐藤 隼夫  昭和33年８月27日生 

昭和63年４月 システムサービス㈱設立 

代表取締役社長（現任） 

     －

平成14年５月 アイピーフォー㈱取締役（現

任）  

平成16年７月 (社)日本アミューズメントマシ

ン工業協会理事(現任） 

 平成18年２月 当社取締役（現任）  



 （注） 取締役 佐藤隼夫は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」であります。監査役 山本清次、竹内昭司

ならびに野上順は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

監査役 常勤 隅 光顕 昭和21年10月15日生 

平成14年３月 浪速工業㈱退社 

10 

平成14年４月 当社入社 

平成14年６月 当社営業企画部兼商品制作部長 

平成15年６月 当社取締役営業企画部兼商品制

作部長 

平成16年３月 当社取締役商品制作部長 

平成17年６月 当社監査役（現任） 

監査役   山本 清次 昭和５年７月６日生 

昭和30年４月 磯部公認会計士事務所（現新日

本監査法人）に入所 

23 

昭和46年９月 山本経営会計事務所所長（現

任） 

平成８年６月 太田昭和監査法人（現新日本監

査法人）退所 

平成11年６月 当社監査役（現任） 

監査役   竹内 昭司 昭和18年７月26日生 

昭和63年11月 ㈱タカラ（現㈱タカラトミー） 

財務部次長 
     － 

平成15年６月 同社常勤監査役 

平成17年６月 当社監査役（現任） 

監査役   野上 順 昭和32年11月26日生 

昭和60年10月 野上精税理士事務所（現市島・

野上会計事務所）入所 

     － 
平成３年６月 税理士登録（現任） 

平成15年６月 ㈱タカラ（現㈱タカラトミー） 

監査役（現任） 

平成18年６月 当社監査役（現任） 

        計 33 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、コンプライアンスとともに外部環境の変化に対応するための迅速な経営意思決定による経営の健全性と透

明性の向上を図ることを企業理念の基本といたしております。そのために、株主総会をはじめ、取締役会、監査役会

の機能制度を一層充実させるとともに弁護士等の指導・助言を尊重しつつコーポレート・ガバナンスの実効性を高め

るべく努めております。また、適切かつ迅速な情報開示を行うことによる経営の透明性の向上に努めております。 

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の基本説明 

 当社は、監査役制度採用会社であり、当事業年度末現在常勤監査役1名と社外監査役3名の4名で構成されてお

ります。また、取締役6名のうち1名は社外取締役であります。取締役会は、監査役も出席する原則月1回の定例

取締役会を開催するほか、必要に応じ随時臨時取締役会を開催し迅速な経営意思決定に努めております。 

②内部監査及び監査役監査の状況 

 監査役会は、内部監査部門及び会計監査人と、必要の都度相互の情報交換・意見交換を行うなどの連携を密に

して、監査の実効性と効率性の向上をめざしています。 

③会社の機関の内容及び内部統制システム整備の状況 

 当社は、取締役会のほか社内取締役及び経営幹部をメンバーとする経営会議を毎週１回開催しており、コンプ

ライアンスを含めた業務執行の状況の監督及び経営方針の検討と徹底の場として機能させております。 

④会計監査の状況 

 当社は、新日本監査法人を当社の会計監査人としております。 

 業務を執行した公認会計士の氏名及び会計監査業務に係る補助者の構成は次のとおりであります。 

業務執行した公認会計士の氏名 

指定社員 業務執行社員 高橋文雄 （９年間） 上林敏子 

 （注） 同監査法人は第44期定時株主総会の終結をもって任期満了となり、新たに明和監査法人を会計監査

人として選任しております。 

会計監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 ４名 会計士補 ９名 

⑤社外取締役及び社外監査役との利害関係 

 社外取締役佐藤隼夫氏は、システムサービス株式会社の代表取締役を務めており、同社は、当社株式を419千

株保有しております。 

 社外監査役との利害関係はありません。 

(2）リスク管理体制の整備の状況 

  監査役も出席する原則月１回の定例取締役会を開催するほか、必要に応じ随時臨時取締役会を開催する取締役

会、監査役会と社内取締役、常勤監査役及び経営幹部をメンバーにより毎週１回開催する経営会議を軸とした相

互の連携及び牽制によりコンプライアンスを始めリスク情報の共有と企業統治の実効性の向上を推進する体制を

とっております。また、弁護士事務所と顧問契約を締結しており、株主総会の運営の指導をはじめコンプライア

ンスを含む法律上の問題について適宜相談のうえ指導・助言を得る体制をとっております。 

(3）役員報酬の内容 

  当期において、当社の取締役及び監査役に支払った報酬は、取締役６名に対し31,488千円（ほか無報酬取締役

２名）、監査役４名に対し8,250千円（うち社外監査役１名 1,290千円、ほか無報酬社外監査役２名）であり、

取締役に支払った報酬には使用人兼務役員の使用人給与相当額（賞与含む）16,002千円は含まれておりません。

役員に対する退職慰労金の内容は、社内取締役３名に対し10,400千円、監査役２名に対し3,800千円でありま

す。 

(4）監査報酬の内容 

  公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の総額   29,170千円 

  上記以外の業務に基づく報酬はありません。 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のただ

し書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

(3）当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、当連結会計年度末日である平成18年３月31

日を連結子会社の支配獲得日とみなしており、貸借対照表のみを連結しております。また、前連結会計年度は、連

結財務諸表を作成していないため、以下に掲げる連結貸借対照表については、前連結会計年度との対比は行ってお

りません。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４

月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表について、新日本監査法人の監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）  

Ⅰ 流動資産  

１．現金及び預金  434,360

２．受取手形及び売掛金  1,334,896

３．たな卸資産  979,624

４．短期貸付金  137,077

５．その他  59,107

貸倒引当金  △127,992

流動資産合計  2,817,073 81.1

Ⅱ 固定資産  

１．有形固定資産 ※1  

(1）建物及び構築物  423,248

減価償却累計額  281,637 141,610

(2）機械装置 
  

 6,655

減価償却累計額  5,672 983

  (3）工具器具備品  215,533

 減価償却累計額  111,033 104,500

(4）土地  133,110

有形固定資産合計  380,204 10.9

２．無形固定資産  16,860

無形固定資産合計  16,860 0.5

３．投資その他の資産  

(1）投資有価証券  176,464

(2）長期貸付金  20,489

(3）長期営業債権  221,642

(4）敷金・保証金  52,804

(5）その他  39,112

貸倒引当金  △250,863

投資その他の資産合計  259,649 7.5

固定資産合計  656,714 18.9

資産合計  3,473,787 100.0 

 



   
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）  

Ⅰ 流動負債  

１．支払手形及び買掛金  738,257

２．短期借入金 ※1 565,000

３．未払法人税等  14,223

４．未払金  159,513

５．未払費用  38,789

６．賞与引当金  36,716

７．返品引当金  189,339

８．その他  12,342

流動負債合計  1,754,182 50.5

Ⅱ 固定負債  

１．繰延税金負債  9,864

２．退職給付引当金  63,466

３．役員退職慰労引当金  17,200

４．連結調整勘定  400,555

５．その他  15,409

固定負債合計  506,496 14.6

負債合計  2,260,679 65.1

   

（資本の部）  

Ⅰ 資本金 ※３  952,480 27.4

Ⅱ 資本剰余金  756,484 21.8

Ⅲ 利益剰余金  △399,670 △11.5

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 14,378 0.4

Ⅴ 自己株式 ※４ △110,564 △3.2

資本合計  1,213,108 34.9

負債、資本合計  3,473,787 100.0 



②【連結損益計算書】 

 当連結会計年度は、当連結会計年度末日である平成18年３月31日を連結子会社の支配獲得日とみなしており、貸借対照

表のみを連結しているため連結損益計算書は作成しておりません。 

  



③【連結剰余金計算書】 

 当連結会計年度は、当連結会計年度末日である平成18年３月31日を連結子会社の支配獲得日とみなしており、貸借対照

表のみを連結しているため連結剰余金計算書は作成しておりません。 

  



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  当連結会計年度は、当連結会計年度末日である平成18年３月31日を連結子会社の支配獲得日とみなしており、貸借対照

表のみを連結しているため連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、当事業年度の「キャッシュ・フ

ロー計算書」については、財務諸表に記載しております。 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

当連結会計年度 
（自 平成17年4月1日 
至 平成18年3月31日） 

  平成18年２月28日に連結子会社３社の株式を取得し、当

連結会計年度末日である平成18年３月31日を支配獲得日と

みなして、当連結会計年度につきましては貸借対照表のみ

を連結しておりますが、当社において161百万円の営業損

失及び552百万円の当期純損失を計上し、4期連続で営業キ

ャッシュ・フローもマイナスとなりました。 

当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存

在しております。 

当社は、当該状況を解消すべく、以下も含めた経営改革を

実行してまいります。 

 １．収益性の改善 

（1）カーライフ事業部の損益改善のために、営業人員を

効果的に他の事業部に再配置し、現状の売上高で営業利益

が出る体制にいたします。また、製品アイテム数の削減に

より効率化を図ります。 

（2）売上高拡大のために、特販事業部を新設しベンダー

事業の差別化と拡大およびOEM事業の拡大を図ります。 

（3）雑貨事業部の強化のために、カーライフ事業部から

人員を補強し売上高の拡大を目指します。 

（4）人件費を含めた経費削減を進めてまいります。 

 ２．資金の安定化 

債務超過に陥った連結子会社であるタカラインデックスｅ

Ｒラボ株式会社の財務支援を行うために、平成18年5月16

日に第三者割当増資125百万円を引受け、その後平成18年6

月19日に一時的に同子会社へ125百万円を貸付けておりま

す。当該資金は、株式会社タカラトミーから平成18年5月

17日に調達した借入金300百万円で賄い、残額50百万円お

よび同貸付金の回収後資金は運転資金として活用する予定

であります。また、タカラインデックスｅＲラボ株式会社

が企画している新規事業については、外部資金を導入する

ことにより資金の安定化を進めてまいります。 

 ３．グループ経営管理体制の充実 

平成18年2月に連結子会社化したグループ会社3社を統括

し、グループ全体の戦略を担当する経営戦略室を新たに設

置し、グループのシナジー効果を出すための経営管理体制

を新たに構築するとともに、迅速な意思決定を行ってまい

ります。 

 ４．事業の再構築のための外部支援受け入れ  

株式会社リヴァンプと平成18年3月31日に経営改革支援に

関する業務委託契約を締結し、リヴァンプの企業ネットワ

ーク及び人的ネットワークを活用し、リヴァンプの支援の

下で事業の再構築を進めてまいります。 

連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を反映しておりません。 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数   ３社 

株式会社エー・ジー 

プラマイゼロ株式会社 

タカラインデックスｅＲラボ株式会社 

(注）平成18年２月28日の株式取得に伴

い、当連結会計年度より連結子会社とな

りました。なお、当連結会計年度末日で

ある平成18年３月31日を支配獲得日とみ

なしており、当連結会計年度につきまし

ては貸借対照表のみを連結しておりま

す。 

２．持分法の適用に関する事

項 

該当事項はありません。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の決算日は連結決算日と一致

しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ①有価証券 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

  期末日の市場価格等に基づく時価法 

  （評価差額は全部資本直入法により 

   処理し、売却原価は移動平均法に 

   より算定） 

  時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

 ②たな卸資産 

   主として総平均法による原価法 

 ③デリバティブ 

  時価法 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

 定率法 

  主な耐用年数 

   建物及び構築物３～50年 

   工具器具備品２～15年 

②無形固定資産 

 定額法 

  なお、自社使用のソフトウェアにつ 

  いては、社内における利用可能期間 

  (５年）に基づく定額法によっており 

  ます。 

(3）繰延資産の処理方法 

  

  

 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理しておりま 

 す。 

 



項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(4）重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため 

 回収不能見込額を計上しております。 

 a）一般債権 

   貸倒実績率法によっております。 

 b）貸倒懸念債権及び破産更生債権等 

   個別の債権ごとに回収可能額を検討

   し、回収不能見込額を計上しており 

   ます。 

  ②賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるため支給 

 見込額に基づいて計上しております。 

  ③返品引当金 

 販売した製品の返品による損失に備え 

 るため、経験率に基づいて算出した返 

 品見込額のうちの売買利益相当額並び 

 に損傷製品については廃棄処分見込額 

 又は再生時に生ずる解体損失見込額を 

 引当計上しております。 

  ④退職給付引当金 

 当社及び一部連結子会社は従業員の退 

 職給付に充てるため、当連結会計年度 

 末における退職給付債務額（簡便法に 

 よる）に基づき計上しております。な 

 お当社については、当連結会計年度末 

 における退職給付債務額から、特定退 

 職金共済制度による給付額を控除した 

 残高を計上しております。 

  ⑤役員退職慰労引当金 

 当社及び一部連結子会社は役員の退職 

 慰労金の支給に充てるため、内規に基 

 づく当連結会計年度末要支給額を計上 

 しております。なお当社は、平成17年 

 ６月21日開催の定時株主総会におい 

 て、本総会終結の時をもって役員退職 

 慰労金制度を廃止し、本総会において 

 再任される各取締役及び監査役に対 

 し、本総会終結の時までの在任期間に 

 対応した役員退職慰労金の打ち切り支 

 給を決議いたしました。また、再任さ 

 れる役員に対する役員慰労引当金は、 

 それぞれの退任時に支給することとい 

 たしました。これにより、定時株主総 

 会終結時より役員退職慰労引当金の繰 

 入を取り止めるとともに、定時株主総 

 会終結時における役員退職慰労金残高 

 22,000千円のうち、当期中に14,200千 

 円の目的取崩を実施し、支給予定額 

 7,800千円を引当計上しております。 

 



項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (5）重要なリース取引の処理 

 方法     

  リース物件の所有権が借主に移転する 

 と認められているもの以外のファイナ 

 ンス・リース取引については、通常の 

 賃貸借取引に係る方法に準じた会計処 

 理によっております。 

  (6）重要なヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

 一部子会社は為替予約が付される外貨 

 建金銭債権債務については、振当処理 

 を行っております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

  為替予約 

 ヘッジ対象 

  外貨建金銭債権債務 

③ヘッジ方針 

 外貨建取引の為替相場の変動リスクを 

 回避する目的で為替予約取引を行って 

 おります。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約取引は振当処理によっている 

 ため、ヘッジ有効性の評価は省略して 

 おります。 

 (7）その他の連結財務諸表作

成のための重要な事項  

  消費税等の会計処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税 

 抜き方式によっております。 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定は、翌連結会計年度よりそ

の効果の発現する期間にわたって均等償

却することにしております。 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結会計年度中に確定した利益処分又は

損失処理に基づいております。なお、当

連結会計年度は、当連結会計年度末日で

ある平成18年３月31日を連結子会社の支

配獲得日とみなしており、貸借対照表の

みを連結しているため連結剰余金計算書

は作成しておりません。 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

当連結会計年度は、当連結会計年度末日

である平成18年３月31日を連結子会社の

支配獲得日とみなしており、貸借対照表

のみを連結しているため連結キャッシ

ュ・フロー計算書は作成しておりませ

ん。  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ このうち 

建物 26,938千円（帳簿価額）

土地 63,707千円（帳簿価額）

合計 90,645千円（帳簿価額）

   は運転資金（短期）250,000千円の担保に供しております。 

  

 ２ 手形割引残高及び裏書譲渡高 

※３ 期末発行済株式数 

 受取手形割引残高 24,533千円 

   

  

     普通株式   9,104,000株 

※４ 自己株式の保有 

  

     普通株式     404,428株 



（リース取引関係） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額,減損損失累計額及び期末残高相当額 

   

工具器具

備品 

(千円） 

 

ソフト 

ウェア 

 （千円） 

 

   

合計 

（千円） 

取得価額相当額  35,967 15,996 51,963

減価償却累計額

相当額 
 13,974 8,264 22,239

減損損失累計額

相当額 
 2,493 3,624 6,118

期末残高相当額  19,499 4,107 23,606

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため

支払利子込み法により算定しております。 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 11,341千円

１年超 18,382千円

合計 29,724千円

  

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

  ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

  が低いため、支払利子込み法により算定しております。

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

リース資産減損勘定残高 6,118千円

   連結損益計算書を作成していないため記載を省略し 

  ております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 



（有価証券関係） 

Ⅰ．前連結会計年度（平成17年３月31日） 

       平成17年3月期は、連結子会社がないため連結財務諸表は作成しておりません。 

  

     Ⅱ．当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 「債券」「その他」の有価証券はありません。 

２ 時価評価されていない有価証券 

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

             連結損益計算書を作成していないため、財務諸表における注記として記載しております。 

  

 

  取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

（連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの） 
      

株式 72,220 96,464 24,243 

（連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの） 
      

株式 － － － 

合計 72,220 96,464 24,243 

 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

 非上場株式 80,000 



（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

２ 取引の時価等に関する事項 

Ⅰ前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

 平成17年３月期は連結子会社がないため連結財務諸表は作成しておりません。 

  

        Ⅱ当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

        該当事項はありません。 

        なお、為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いて

        おります。 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）取引の内容 

 一部の連結子会社は、通常の営業過程における輸出

入取引の為替相場の変動リスクを軽減するために、為

替予約取引を行っております。なお、デリバティブ取

引を利用してヘッジ会計を行っております。 

   ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 

     為替予約 

    ヘッジ対象 

     外貨建金銭債権債務 

     ヘッジ方針 

      外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的

   で為替予約取引を行っております。 

     ヘッジ有効性評価の方法 

      為替予約取引は振当処理によっているため、ヘッジ

   有効性の評価は省略しております。 

(2）取引に対する取組方針 

 一部の連結子会社のデリバティブ取引は、将来の為

替の変動によるリスク回避を目的とし、実需の範囲内

で行っており、投機目的のためのデリバティブ取引は

行わない方針であります。 

(3）取引の利用目的 

 一部の連結子会社のデリバティブ取引は、外貨建金

銭債権債務の為替変動リスクを回避する目的で利用し

ております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

 為替予約取引は、為替相場の変動リスクを有してお

ります。なお、デリバティブ取引の契約先は、信用度

の高い国内銀行であるため、相手先の契約不履行によ

るいわゆる信用リスクはほとんどないと判断しており

ます。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金

担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。 



（退職給付関係） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び一部の連結子会社は従業員の退職時に一時

金支給の制度を定めております。 

 なお、当社については、これに備えて特定退職金共

済制度に加入しております。これにより、退職時には

退職給付債務額の内、当該制度からの給付額を控除し

た残額を直接退職者に支給しております。 

２ 退職給付債務に関する事項 

① 退職給付債務 131,810千円

② 特定退職金共済制度積立金 68,344千円

③ 退職給付引当金 63,466千円

３ 退職給付費用に関する事項 

   連結損益計算書を作成していないため、記載を省略し

  ております。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

簡便法によっております。 



（税効果会計関係） 

（セグメント情報） 

 当連結会計年度は、当連結会計年度末日である平成18年３月31日を連結子会社の支配獲得日とみなしており、貸借対照

表のみを連結しているためセグメント情報は作成しておりません。 

  
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

繰延税金資産及び繰延税金負

債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産）  

返品引当金否認 77,042千円

棚卸資産評価損否認 278,538千円

繰越欠損金 1,322,271千円

貸倒引当金否認 124,727千円

投資損失引当金否認 34,505千円

減価償却費(営業権） 18,595千円

未払事業税 1,228千円

減損損失 87,033千円

退職給付引当金否認 25,852千円

賞与引当金否認 14,957千円

その他 52,269千円

小計 2,037,022千円

評価性引当額 △2,037,022千円

合計 －千円

   

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差

額金 
△9,864千円

合計 △9,864千円

繰延税金負債純額 △9,864千円

(連結損益計算書） 

法定実効税率と税効果会計適

用後の法人税等の負担率との

間に重要な差異があるとき

の、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

  

 連結損益計算書を作成していないため、記

 載しておりません。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

   平成17年３月期は、連結子会社がないため連結財務諸表は作成しておりません。 

  

     当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）  

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注）１ ㈱タカラトミーは、平成17年10月31日において当社に対する議決権所有割合が減少したことにより、当社の 

      親会社から、その他の関係会社に属性が変更しております。 

    ２ 取引金額には消費税が含まれておりません。 

    ３ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

      購入価格については、市場価格を勘案して当社の希望価格を提示し、価格交渉のうえ一般的取引条件と同様 

      に決定しております。 

       ４ 当社は、㈱タカラトミーが導入しているＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）に参加しておりま 

           す。資金の貸付についてはＣＭＳに係るものであり、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、担 

           保は受け入れておりません。 

       ５ 当社取締役佐藤慶太がその他の関係会社㈱タカラトミーの代表取締役副社長を務めております。 

  

     (2）役員及び個人主要株主等 

     取締役佐藤慶太は、その他の関係会社㈱タカラトミーの代表取締役副社長を兼務しており、取引内容及び取引

金額の項目は、その他の関係会社㈱タカラトミーとの取引と同一であるため記載を省略しております。 

  

     (3）子会社等 

     該当事項はありません。 

  

   （4）兄弟会社等 

      該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

属性 
会社等の
氏名 

住所 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

その他の

関係会社 

㈱タカラ

トミー 

東京都 

葛飾区 
3,459 

玩具等の

製造販売 

（被所有） 

直接 13.89 

兼任 

１名 

当社製

品の販

売及び

同社商

品の購

入 

商品仕入 327,937 買掛金 154,599 

資金の貸付 114,430 
短期貸付

金 
137,077 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  1株当たり純資産額     139円45銭 

当連結会計年度については、連結損益計

算書を作成していないため、１株当たり

当期純利益金額、潜在株式調整後1株当た

り当期純利益金額及びこれらの算定上の

基礎に関する記載を省略しております。 



（重要な後発事象） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）平成17年６月21日開催の第43期定時株主総会決議に 

  基づき、平成18年４月28日開催の取締役会におい 

  て、当社の取締役、監査役及び従業員に対し、スト 

  ックオプションとして新株予約権86個を付与いたし 

  ました。内容は以下のとおりであります. 

 ①新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

  普通株式 86,000株 

 ②新株予約権の発行価額 

  無償 

 ③権利行使時の１株当たり払込金額 

  426円 

 ④新株予約権の行使期間 

  平成19年６月22日から平成21年６月21日までとす 

  る。 

(2）連結子会社であるタカラインデックスｅＲラボ株式 

  会社は、平成18年5月15日開催の取締役会において、 

  イー・レヴォリューション株式会社（当社）、株式 

  会社タカラトミー及び株式会社インデックスを引受 

  先とする第三者割当増資を実施することを決議いた 

  しました。内容は以下のとおりであります。 

 1.第三者割当増資による第１回新株式発行の件 

 ①発行新株式数 

  普通株式 4,000株 

 ②発行価額 

  １株につき金50,000円 

 ③発行価額の総額 

  200,000,000円 

 ④資本組入額 

  100,000,000円 

 ⑤割当先及び株式数 

  イー・レヴォリューション株式会社 2,500株 

  株式会社タカラトミー       1,500株 

 ⑥申込期間 

  平成18年５月15日から平成18年５月16日 

 ⑦払込期日 

  平成18年5月16日 

 ⑧資金の使途 

  債務超過の解消、借入金の返済及び新規事業へ投資 

 2.第三者割当増資による第２回新株式発行の件 

 ①発行新株式数 

  普通株式 1,080株 

 ②発行価額 

  １株につき金50,000円 

 ③発行価額の総額 

  54,000,000円 

 ④資本組入額 

  27,000,000円 

 



当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ⑤割当先及び株式数 

  株式会社インデックス 1,080株 

 ⑥申込期間 

  平成18年5月17日から平成18年5月19日 

 ⑦払込期日 

  平成18年5月19日 

 ⑧資金の使途  

  債務超過の解消、借入金の返済及び新規事業へ投資 

(3）平成18年４月28日開催の取締役会において、株式会 

  社タカラトミーから300百万円を借入れることを決議 

  し、平成18年５月17日に、同社から300百万円を借入 

  れております。当該借入金の使途は、連結子会社で 

  あるタカラインデックスｅＲラボ株式会社の第三者 

  割当増資125百万円の引受け、同子会社への125百万 

  円の貸付け及び当社の運転資金50百万円でありま 

  す。 

(4）連結子会社であるタカラインデックスｅＲラボ株式 

  会社は、平成18年５月15日開催の取締役会におい 

  て、99.5％の出資で子会社を設立することを決議 

  し、平成18年５月19日に当該子会社を設立いたしま 

  した。設立時の内容は以下のとおりであります。 

  ①商号 

   株式会社ＳＥＥＢＯＸ 

  ②事業内容 

   動画配信サービス事業 

  ③設立 

   平成18年5月19日 

  ④本店所在地 

   東京都台東区 

  ⑤資本金 

   5,025千円 

  なお、株式会社ＳＥＥＢＯＸは、平成18年６月５日 

  に第三者割当増資を実施し、増資後の資本金は15百 

  万円となり、タカラインデックスｅＲラボ株式会社 

  の持株比率は33.3％となりました。 

 (5）連結子会社であるタカラインデックスｅＲラボ株式 

  会社は、平成18年６月15日開催の取締役会において、

  株式会社ＤｉｄｅｏＮＥＴ－ＪＡＰＡＮ（主たる事業

  内容：インターネットを利用した配信技術に関する技

  術開発及び技術の提供）の第三者割当増資249百万円 

  を引受けること、並びに同社へ40百万円貸付けること

    を決議し、平成18年６月20日に当該増資払込により株

    式を取得するとともに貸付を実行いたしました。な 

   お、タカラインデックスｅＲラボ株式会社の株式会社

    ＤｉｄｅｏＮＥＴ－ＪＡＰＡＮの持分比率は49％であ

    ります。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注） １ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 当期より連結貸借対照表を作成しているため、前期末残高は記載しておりません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 － 565,000 1.9 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － － 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 － 565,000  － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  98,738 274,965 

２ 受取手形  200,242 162,984 

３ 売掛金  725,846 800,560 

４ 商品  76,916 15,004 

５ 製品  376,373 507,490 

６ 原材料  58,845 73,679 

７ 貯蔵品  41,308 42,551 

８ 前渡金  6,071 12,776 

９ 前払費用  11,690 12,330 

10 短期貸付金 ※６ 22,646 137,077 

11 その他  6,797 5,504 

貸倒引当金  △152,314 △121,503 

流動資産合計  1,473,163 67.3 1,923,422 77.0

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１   

(1）建物  415,710 392,500   

減価償却累計額  276,019 139,690 269,536 122,964 

(2）構築物  10,669 9,899   

減価償却累計額  9,299 1,369 9,387 511 

(3）機械及び装置  6,756 6,655   

減価償却累計額  5,515 1,240 5,672 983 

(4）工具器具備品  74,009 95,927   

減価償却累計額  44,908 29,101 63,985 31,941 

(5）土地  378,744 133,110 

有形固定資産合計  550,147 25.1 289,511 11.6

２ 無形固定資産    

(1）借地権  200 200 

(2）商標権  1,359 453 

(3）ソフトウェア  13,115 7,061 

(4）電話加入権  4,867 4,504 

無形固定資産合計  19,542 0.9 12,220 0.5

 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券  84,891 96,464 

(2) 関係会社株式  － 211,800 

(3）長期貸付金 ※６ 23,166 49,446 

(4）長期営業債権  224,642 221,642 

(5）破産更生債権等  130,530 10,012 

(6）長期前払費用  1,142 664 

(7）敷金・保証金  25,136 24,573 

(8）保険積立金  27,224 － 

(9）その他  7,150 14,852 

   貸倒引当金  △377,704 △272,264 

投資損失引当金  － △84,800 

投資その他の資産合計  146,178 6.7 272,391 10.9

固定資産合計  715,868 32.7 574,122 23.0

資産合計  2,189,031 100.0 2,497,545 100.0 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形 ※６ 215,216 140,397 

２ 買掛金 ※６ 214,792 347,286 

３ 短期借入金 ※１ 265,000 470,000 

４ 未払金  ※６  91,474 101,214 

５ 未払費用 ※６ 17,522 24,314 

６ 未払法人税等  15,539 10,347 

７ 未払消費税等  21,945 － 

８ 前受金  1,060 982 

９ 預り金  5,223 7,459 

10 賞与引当金  23,986 27,241 

11 返品引当金  143,683 189,339 

流動負債合計  1,015,444 46.4 1,318,583 52.8

 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定負債    

１ 繰延税金負債  5,032 9,864 

２ 退職給付引当金  40,545 48,034 

３ 役員退職慰労引当金  19,500 7,800 

４ その他  4,340 6,511 

固定負債合計  69,417 3.2 72,211 2.9

負債合計  1,084,862 49.6 1,390,795 55.7

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２ 676,000 30.9 952,480 38.1

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  236,500 510,676 

２ その他資本剰余金    

資本準備金減少差益  245,808 245,808 245,808 245,808 

資本剰余金合計  482,308 22.0 756,484 30.3

Ⅲ 利益剰余金    

１ 当期未処分利益又は当
期未処理損失（△） 

 46,173 △506,029 

利益剰余金合計  46,173 2.1 △506,029 △20.3

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 7,335 0.3 14,378 0.6

Ⅴ 自己株式 ※３ △107,648 △4.9 △110,564 △4.4

資本合計  1,104,169 50.4 1,106,750 44.3

負債・資本合計  2,189,031 100.0 2,497,545 100.0 



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高    

製品売上高  2,225,484 2,756,714   

商品売上高  1,406,745 3,632,230 100.0 1,257,695 4,014,409 100.0 

Ⅱ 売上原価    

１ 期首製品棚卸高  311,717 376,373   

期首商品棚卸高  52,242 76,916   

２ 当期製品製造原価  1,491,210 2,102,579   

３ 当期商品仕入高  1,172,071 978,164   

４ 他勘定からの振替高 ※１ 9,711 11,790   

合計  3,036,952 3,545,825   

５ 他勘定への振替高 ※２ 82,407 200,560   

６ 期末製品棚卸高  376,373 507,490   

期末商品棚卸高  76,916 15,004   

製品売上原価  1,366,270 1,787,594   

商品売上原価  1,134,984 2,501,254 68.9 1,035,175 2,822,770 70.3

返品引当調整前売上総
利益 

 1,130,975 31.1 1,191,639 29.7

返品引当金戻入額  99,249 2.7 143,683 3.6

返品引当金繰入額  143,683 3.9 189,339 4.7

売上総利益  1,086,541 29.9 1,145,983 28.5

 



   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 荷造運送費  94,942 94,865   

２ 倉庫保管料  87,452 80,562   

３ 広告宣伝費  69,710 114,665   

４ 役員報酬  35,064 39,558   

５ 給料手当  264,631 354,369   

６ 賞与  24,581 35,454   

７ 賞与引当金繰入額  16,941 18,664   

８ 退職給付引当金繰入額  13,564 20,354   

９ 役員退職慰労引当金繰
入額 

 9,900 2,500   

10 減価償却費  23,432 18,773   

11 賃借料  49,558 53,233   

12 研究開発費 ※３ 73,038 88,112   

13 棚卸資産処分損  － 101,843   

14 雑費  281,644 1,044,463 28.8 284,176 1,307,133 32.6

営業利益又は営業損失
（△） 

 42,078 1.1 △161,149 △4.0

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  594 117   

２ 受取配当金  1,844 1,854   

３ 賃貸収入  10,386 9,885   

４ 保険解約払戻金  － 3,641   

５ 割引手形保証債務費用
戻入益 

 10,044 －   

６ 雑収入  2,770 25,641 0.7 2,419 17,917 0.4

     
 



   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  9,356 9,139   

２ 手形売却損  509 －   

３ 賃貸費用  5,008 3,576   

４ 為替差損  4,514 366   

５ 買収関連費用  － 20,000   

６ 新株発行費  － 4,591   

７ 雑損失  2,920 22,310 0.6 1,741 39,414 1.0

経常利益又は経常損失
（△） 

 45,409 1.2 △182,646 △4.5

Ⅵ 特別利益    

１ 貸倒引当金戻入益  13,884 58,921   

２ 投資有価証券売却益  21,546 35,431 1.0 8,257 67,178 1.7

Ⅶ 特別損失    

１ 投資損失等引当金繰入
額 

※４  － 106,358   

２ 土地建物売却損  24,225 －   

３ 棚卸資産処分損  － 66,428   

４ 減損損失  ※５ － 242,906   

５ 商号変更費用  －     11,529   

６ 投資有価証券売却損  － 24,225 0.6 1,609 428,832 10.7

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失
（△） 

 56,614 1.6 △544,300 △13.5

法人税、住民税及び事
業税 

 10,441 7,902   

法人税等調整額  － 10,441 0.3 － 7,902 0.2

当期純利益又は当期純
損失（△） 

 46,173 1.3 △552,202 △13.7

前期繰越利益  － 46,173 

当期未処分利益又は当
期未処理損失（△） 

 46,173 △506,029 

     



製造原価明細書 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  1,221,812 81.9 1,740,157 82.8

Ⅱ 労務費  48,083 3.2 58,728 2.8

Ⅲ 経費 ※１ 221,314 14.9 303,693 14.4

   当期総製造費用   1,491,210 100.0 2,102,579 100.0

期首仕掛品棚卸高  － － 

合計  1,491,210 2,102,579 

期末仕掛品棚卸高  － － 

当期製品製造原価  1,491,210 2,102,579 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 経費の主な内訳は、次のとおりであります。 ※１ 経費の主な内訳は、次のとおりであります。 

外注加工費 93,968千円

減価償却費 10,740千円

版型消耗品代 15,310千円

版権使用料 21,986千円

製造設計・試作費 23,446千円

外注加工費 104,444千円

減価償却費 23,593千円

版型消耗品代 16,575千円

版権使用料 46,470千円

製造設計・試作費 49,671千円

２ 原価計算の方法 

当社の原価計算は、単純総合原価計算によっており

ます。 

２ 原価計算の方法 

同左 



③【キャッシュ・フロー計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度  
（自 平成17年４月１日  
至 平成18年３月31日）  

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円）  

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

１ 税引前当期純利益又は
税引前当期純損失(△） 

 56,614 △544,300 

２ 減価償却費  36,272 43,861 

３ 減損損失   － 242,906 

４ リース資産減損勘定取
崩額  

 － △2,092 

５ 貸倒引当金の減少額  △70,253 △136,251 

６ 賞与引当金の増加額又
は減少額(△） 

 △312 3,255 

７ 返品引当金の増加額  44,434 45,656 

８ 退職給付引当金の増加
額 

 4,477 7,489 

９ 役員退職慰労引当金の
増加額又は減少額(△） 

 7,200 △11,700 

10 投資損失引当金の増加
額  

 － 84,800 

11 受取利息及び受取配当
金 

 △2,439 △1,971 

12 投資有価証券売却損益  △21,546 △6,647 

13 支払利息  9,356 9,139 

14 土地建物売却損  24,225 360 

15 売上債権の増加額  △129,627 △37,457 

16 長期営業債権の増加額
(△）又は減少額 

 △224,642 3,000 

17 破産更生債権等の減少
額 

 50,107 120,518 

18 割引手形の減少額  △55,371 － 

19 たな卸資産の増加額  △120,989 △85,282 

20 仕入債務の増加額  205,658 57,675 

21 新株発行費  － 4,591 

22 その他  122,431 △9,188 

小計  △64,404 △211,638 

23 利息及び配当金の受取
額 

 3,023 1,971 

24 利息の支払額  △10,232 △11,194 

25 法人税等の支払額  △10,676 △10,359 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △82,289 △231,220 

 



   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度  
（自 平成17年４月１日  
至 平成18年３月31日）  

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円）  

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

１ 有形固定資産の取得に
よる支出 

 △32,163 △31,442 

２ 有形固定資産の売却に
よる収入 

 10,656 16,540 

３ 無形固定資産の取得に
よる支出 

 △3,696 △173 

４ 投資有価証券の取得に
よる支出 

 △6,517 △6,685 

５ 投資有価証券の売却に
よる収入 

 26,951 13,636 

６ 関係会社株式の取得に
よる支出 

 － △211,800 

７ 貸付による支出  △22,646 △144,648 

８ 貸付金の回収による収
入 

 2,253 3,937 

９ その他  △1,485 19,934 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △26,648 △340,701 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

  １ 短期借入れによる収入  － 205,000

２ 短期借入金の返済によ
る支出 

 △250,000 － 

３ 株式の発行による収入   － 546,064 

４ 自己株式取得による支
出 

 △34,971 △2,916 

５ 配当金の支払額  △177 － 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △285,149 748,148 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額又は減少額(△） 

 △394,086 176,226 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 492,825 98,738 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※  98,738 274,965 

    



④【利益処分計算書及び損失処理計算書】 

 （注） 日付は株主総会承認日であります。 

   
前事業年度 

（平成17年６月21日） 
当事業年度 

（平成18年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（当期未処理損失の処理）   

Ⅰ 当期末処理損失  －  506,029

Ⅱ 損失処理額  －  －

Ⅲ 次期繰越損失  －  506,029

    

（当期未処分利益の処分）   

Ⅰ 当期未処分利益  46,173  －

Ⅱ 利益処分額  － － － －

Ⅲ 次期繰越利益  46,173  －

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前事業年度 
（自 平成16年4月1日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月1日 
至 平成18年3月31日） 

  

  

                   ────── 

  

  

          

 当社は、当事業年度において、161百万円の営業損失及び

552百万円の当期純損失を計上し、4期連続で営業キャッシ

ュ・フローもマイナスとなりました。 

当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存

在しております。 

当社は、当該状況を解消すべく、以下も含めた経営改革を

実行してまいります。 

   １．収益性の改善 

（1）カーライフ事業部の損益改善のために、営業人員を

効果的に他の事業部に再配置し、現状の売上高で営業利益

が出る体制にいたします。また、製品アイテム数の削減に

より効率化を図ります。 

（2）売上高拡大のために、特販事業部を新設しベンダー

事業の差別化と拡大およびOEM事業の拡大を図ります。 

（3）雑貨事業部の強化のために、カーライフ事業部から

人員を補強し売上高の拡大を目指します。 

（4）人件費を含めた経費削減を進めてまいります。 

   ２．資金の安定化 

債務超過に陥った子会社であるタカラインデックスｅＲラ

ボ株式会社の財務支援を行うために、平成18年5月16日に

第三者割当増資125百万円を引受け、その後平成18年6月19

日に一時的に同子会社へ125百万円を貸付けております。

当該資金は、株式会社タカラトミーから平成18年5月17日

に調達した借入金300百万円で賄い、残額50百万円および

同貸付金の回収後資金は運転資金として活用する予定であ

ります。また、タカラインデックスｅＲラボ株式会社が企

画している新規事業については、外部資金を導入すること

により資金の安定化を進めてまいります。 

   ３．グループ経営管理体制の充実 

平成18年2月に子会社化したグループ会社3社を統括し、グ

ループ全体の戦略を担当する経営戦略室を新たに設置し、

グループのシナジー効果を出すための経営管理体制を新た

に構築するとともに、迅速な意思決定を行ってまいりま

す。 

   ４．事業の再構築のための外部支援受け入れ  

株式会社リヴァンプと平成18年3月31日に経営改革支援に

関する業務委託契約を締結し、リヴァンプの企業ネットワ

ーク及び人的ネットワークを活用し、リヴァンプの支援の

下で事業の再構築を進めてまいります。 

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このよ

うな重要な疑義の影響を反映しておりません。 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式  

－ 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

  

  

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左  

  

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２ デリバティブの評価基準

及び評価方法 

時価法によっております。 同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

総平均法による原価法 同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

  

有形固定資産 

定率法によっております。 

主な耐用年数： 

建物      ３年～50年 

工具器具備品  ２年～15年 

有形固定資産 

同左 

  

  

  

無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法 

無形固定資産 

同左 

  

  

  

長期前払費用 

均等償却をしております。 

長期前払費用 

同左 

５ 繰延資産の処理方法 

  

  

          ────── 

 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理しておりま

す。 

６ 引当金の計上基準 

  

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  

  

① 一般債権 

貸倒実績率によっております。 

② 貸倒懸念債権及び破産更生債権等 

個別の債権ごとに回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上して

おります。 

① 一般債権 

同左 

② 貸倒懸念債権及び破産更生債権等 

同左 

  

  

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるため、

支給見込額に基づいて計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

同左 

  

  

(3）返品引当金 

 販売した製品の返品による損失に備

えるため、経験率に基づいて算出した

返品見込額のうち売買利益相当額並び

に損傷製品については廃棄処分見込額

又は再生時に生ずる解体損失見込額を

引当計上しております。 

(3）返品引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

  

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に充てるため期末

における退職給付債務額（簡便法によ

る）から、特定退職金共済制度による

給付額を控除した残高を計上しており

ます。 

(4）退職給付引当金 

同左 

  

  

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充てるた

め、内規に基づく期末要支給額を引当

計上しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に充てるた

め、内規に基づく期末要支給額を引当

計上しております。 

 なお、平成17年６月21日開催の定時

株主総会において、本総会終結の時を

もって役員退職慰労金制度を廃止し、

本総会において再任される各取締役及

び監査役に対し、本総会終結の時まで

の在任期間に対応した役員退職慰労金

の打ち切り支給を決議いたしました。

また、再任される役員に対する役員退

職慰労金は、それぞれの退任時に支給

することといたしました。 

これにより、定時株主総会終結時より

役員退職慰労金引当金の繰入を取り止

めるとともに、定時株主総会時におけ

る役員退職慰労引当金残高22,000千円

のうち、当期中に14,200千円の目的取

崩を実施し、支給予定額7,800千円を引

当計上しております。 

  

  

  

  

(6)投資損失引当金 

子会社の投資に係る損失に備えるため

当該会社の財政状態を勘案して、必要

額を計上しております。 

  

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

８ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

預入日から３ヶ月以内に満期日の到来す

る定期預金からなります。 

同左 

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜き方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

（表示方法の変更） 

前事業年度 
（自 平成16年４月1日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月1日 
至 平成18年３月31日） 

                    ──────  固定資産の減損に係る会計基準 

   当期より、「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）を適用しております。これにより営業

損失は2,296千円減少、経常損失は3,000千円減少し、税引

前当期純損失は239,905千円増加しております。 

なお、減損損失累計額については、各資産の金額から直接

控除しております。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（貸借対照表） 

(1）未収入金は、資産総額の100分の１以下に減少したた

め流動資産の「その他」に6,241千円含めて表示してお

ります。 

（貸借対照表） 

(1）保険積立金は、資産総額の100分の１以下に減少した

ため固定資産の「その他」に7,852千円含めて表示して

おります。 

 (2）前事業年度まで区分掲記していた「未払消費税等」 

   (当事業年度は「未収消費税等」残高4,532千円）は、 

  資産総額の100分の１以下に減少したため,流動資産の 

 「その他」に含めて表示しております。 

（損益計算書） 

(1）棚卸資産処分損は、販売費及び一般管理費の100分の

５以下となったため「その他」に29,140千円含めて表

示しております。 

（損益計算書） 

(1）棚卸資産処分損（前事業年度は29,140千円）は、販

売費及び一般管理費の100分の5超となったため区分掲

記しております。 

(2）固定資産除却損は、営業外費用の100分の10以下に減

少したため「その他」に1,524千円含めて表示しており

ます。 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１ このうち ※１ このうち 

建物 28,277千円（帳簿価額）

土地 63,707千円（帳簿価額）

合計 91,984千円（帳簿価額）

建物 26,938千円（帳簿価額）

土地 63,707千円（帳簿価額）

合計 90,645千円（帳簿価額）

は運転資金（短期）借入金150,000千円の担保に供し

ております。 

は運転資金（短期）借入金250,000千円の担保に供し

ております。 

※２ 会社が発行する株式 ※２ 会社が発行する株式 

  普通株式 19,200,000株

発行済株式総数   

  普通株式 6,800,000株

  普通株式 19,200,000株

発行済株式総数   

  普通株式 9,104,000株

※３ 自己株式の保有数 ※３ 自己株式の保有数 

  普通株式 395,448株   普通株式 404,428株

  ４ ――――――――――――― 

     

  ４ 資本の欠損 

    資本の欠損の額は370,784千円であります。 

 ５ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号の規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は7,355千円で

あります。 

 ５ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号の規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は14,378千円

であります。 

※６ 関係会社項目 

 関係会社に対する資産・負債には次のものがあり

ます。 

※６ 関係会社項目 

 関係会社に対する資産・負債には次のものがあり

ます。 

流動資産  

短期貸付金 22,646千円

流動負債  

支払手形 139,006千円

買掛金 61,218千円

未払費用 933千円

固定資産  

長期貸付金 30,000千円

流動負債  

未払金 7,672千円



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 他勘定からの振替高の内訳 ※１ 他勘定からの振替高の内訳 

材料売上 7,583千円

その他 2,127千円

合計 9,711千円

材料売上 7,854千円

その他 3,936千円

合計 11,790千円

※２ 他勘定への振替高の内訳 ※２ 他勘定への振替高の内訳 

製品解体後材料へ振替 24,319千円

販売費及び一般管理費へ振替 58,088千円

合計 82,407千円

製品解体後材料へ振替 62,139千円

販売費及び一般管理費へ振替 101,014千円

特別損失へ振替  37,407千円

合計 200,560千円

※３ 一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開

発費の総額 

73,038千円 

（当期総製造費用に計上した金額はありません） 

※３ 一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開

発費の総額 

88,112千円 

（当期総製造費用に計上した金額はありません） 

 ※４ ――――――――――――― 

  

 ※４ 投資損失等引当金繰入額の内訳 

 

投資損失引当金繰入額 84,800千円

貸倒引当金繰入額 21,558千円

合計 106,358千円

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※５ ―――――――――――――  ※５ 減損損失 

    当事業年度において、当社は以下の資産グループに

   ついて減損損失を計上しました。 

  

  減損損失の算定にあたっては、事業用資産については

本支店・営業所別、賃貸用不動産および遊休資産につい

ては個別物件単位で資産のグルーピングを行っておりま

す。 

 近年、土地の市場価格の下落により、上記資産グルー

プの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として特別損失に計上しました。 

 なお、回収可能価額は、事業用資産、遊休資産につい

ては、不動産鑑定書を基準とした正味売却価額で、賃貸

不動産については、不動産収益率を4.5％と見込んだ使用

価値により測定しております。 

  

用途 場所 種類 金額（千円）

 事業用資産 大阪府豊中市 土地  92,640

     建物  3,002

     構築物  11

     工具器具備品  134

     電話加入権  362

     リース資産  4,564

     計  100,715

 賃貸用不動

産 

 東京都世田谷

区他１件 
 土地  111,709

     建物  1,127

     計  112,836

 遊休資産 
 栃木県下都賀

郡 
 土地  24,385

     建物  3,880

     構築物 758

    
 工具器具備品 

 等 
 330

     計  29,354



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度  
（自 平成17年４月１日  
至 平成18年３月31日）  

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 98,738千円

現金及び現金同等物 98,738千円

 現金及び預金勘定 274,965千円

 現金及び現金同等物 274,965千円

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

   

工具器具

備品 

（千円） 

      

取得価額相当額  7,898    

減価償却累計額

相当額 
 4,048    

期末残高相当額  3,849    

   

工具器具

備品 

（千円） 

      

取得価額相当額  19,356    

減価償却累計額

相当額 
 5,562    

減損損失累計額

相当額 
 －    

期末残高相当額  13,793    

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため

支払利子込み法により算定しております。 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため

支払利子込み法により算定しております。 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 1,612千円

１年超 2,237千円

合計 3,849千円

１年以内 4,641千円

１年超 9,151千円

合計 13,793千円

 なお、未経過リース料期末残高相当額は未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

  

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。 

リース資産減損勘定残高 －千円

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 1,777千円

減価償却費相当額 1,777千円

支払リース料 5,464千円

リース資産減損勘定の取崩額 －千円

減価償却費相当額 5,464千円

減損損失 －千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 「債券」「その他」の有価証券はありません。 

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

 重要性が乏しいため記載を省略しております。 

３ 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当事業年度（平成18年３月31日） 

 １ 連結財務諸表における記載事項として記載しております。 

  

 ２ 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

          ３ 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  

 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

（貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの） 
      

株式 64,756 78,859 14,102 

（貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの） 
      

株式 7,766 6,031 △1,734 

合計 72,523 84,891 12,367 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

26,951 21,546 ― 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

13,752 8,257 1,609 



（デリバティブ取引関係） 

   当事業年度に係る「デリバティブ取引関係」は連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

          １ 取引の状況に関する事項 

２ 取引の時価等に関する事項 

前事業年度（平成17年３月31日） 

 期末残高がないため、該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(1）取引の内容 

 当社は、通常の営業過程における輸入取引の為替相

場の変動リスクを軽減するために、為替予約取引を行

っております。 

(2）取引に対する取組方針 

 当社のデリバティブ取引は、将来の為替の変動によ

るリスク回避を目的とし、実需の範囲内で行ってお

り、投機目的のためのデリバティブ取引は行わない方

針であります。 

(3）取引の利用目的 

 当社のデリバティブ取引は、外貨建金銭債務の為替

変動リスクを回避する目的で利用しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

 為替予約取引は、為替相場の変動リスクを有してお

ります。なお、デリバティブ取引の契約先は、信用度

の高い国内銀行であるため、相手先の契約不履行によ

るいわゆる信用リスクはほとんどないと判断しており

ます。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金

担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。 



（退職給付関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度  
（自 平成17年４月１日  
至 平成18年３月31日）  

１ 採用している退職給付制度の概要 

 従業員の退職時に一時金支給の制度を定めており、

これに備えて特定退職金共済制度に加入しておりま

す。 

 これにより、退職時には退職給付債務額の内、当該

制度からの給付額を控除した残額を直接退職者に支給

しております。 

 １ 採用している退職給付制度の概要 

            同左 

  

２ 退職給付債務に関する事項  ２ 退職給付債務に関する事項 

① 退職給付債務 105,019千円

② 特定退職金共済制度積立金 64,473千円

③ 退職給付引当金 40,545千円

① 退職給付債務 116,379千円 

② 特定退職金共済制度積立金 68,344千円 

③ 退職給付引当金  48,034千円 

３ 退職給付費用に関する事項  ３ 退職給付費用に関する事項 

① 勤務費用 17,768千円

② 特定退職金共済制度積立金

運用収益 
△258千円

③ 退職給付費用 17,510千円

① 勤務費用 26,201千円 

② 特定退職金共済制度積立金

運用収益 
△489千円 

③ 退職給付費用 25,712千円 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

簡便法によっております。 

 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

            同左 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

 関連会社がないため記載しておりません。 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

（貸借対照表） 

繰延税金資産及び繰延税金負

債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産）  

返品引当金否認 58,464千円

棚卸資産評価損否認 43,510千円

繰越欠損金 575,785千円

貸倒引当金否認 166,949千円

減価償却費（営業権） 21,972千円

未払事業税 2,074千円

その他 46,253千円

小計 915,010千円

評価性引当額 △915,010千円

合計 －千円

   

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差

額金 
△5,032千円

合計 △5,032千円

繰延税金負債純額 △5,032千円

（繰延税金資産）  

返品引当金否認 77,042千円

棚卸資産評価損否認 63,947千円

投資損失引当金否認 34,505千円

繰越欠損金 688,087千円

貸倒引当金否認 122,732千円

減価償却費（営業権） 14,648千円

未払事業税 1,228千円

減損損失 81,042千円

退職給付引当金否認 19,545千円

賞与引当金否認 11,084千円

その他 16,204千円

小計 1,130,069千円

評価性引当額 △1,130,069千円

合計 －千円

   

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差

額金 
△9,864千円

合計 △9,864千円

繰延税金負債純額 △9,864千円

（損益計算書） 

法定実効税率と税効果会計適

用後の法人税等の負担率との

間に重要な差異があるとき

の、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に

算入されない項目 
6.4％

受取配当金等永久に益

金に算入されない項目
△0.6％

住民税均等割等 18.4％

評価性引当額 △46.6％

その他 0.1％

税効果会計適用後の法

人税等の負担率 
18.4％

 税引前当期純損失を計上したため、当該事

 項の記載を省略しております。 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注）１ 取引金額には消費税が含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

購入価格については、市場価格を勘案して当社の希望価格を提示し、価格交渉のうえ一般的取引条件と同様

に決定しております。 

３ 当社は、㈱タカラが導入しているＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）に参加しております。資

金の貸付についてはＣＭＳに係るものであり、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、担保は受

け入れておりません。 

４ 当社社外取締役佐藤慶太が親会社㈱タカラの代表取締役社長を務めております。 

(2）役員及び個人主要株主等 

 取締役佐藤慶太は、親会社㈱タカラの代表取締役社長を兼務しており、取引内容及び取引金額の項目は、親会

社㈱タカラとの取引と同一であるため記載を省略しております。 

(3）子会社等 

 該当事項はありません。 

属性 
会社等の
氏名 

住所 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 ㈱タカラ 
東京都 

葛飾区 
18,121 

玩具等の

製造販売 

（被所有） 

直接 54.59 

兼任 

２名 

当社製

品の販

売及び

同社商

品の購

入 

製品売上 645   ― ― 

車輌運搬具売

却 
3,565   ― ― 

商品仕入 406,782 支払手形 139,006 

販管費 8,616 買掛金 61,218 

    未払費用 933 

資金の貸付 22,646 
短期貸付

金 
22,646 



(4）兄弟会社等 

 （注）１ 取引金額には消費税が含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

購入価格については、市場価格を勘案して当社の希望価格を提示し、価格交渉のうえ一般的取引条件と同様

に決定しております。 

３ 当社社外取締役佐藤慶太が㈱ドリームズ・カム・トゥルーの社外取締役を務めております。 

４ ㈱ドリームズ・カム・トゥルー及び㈱ジャパドは、㈱タカラの子会社であります。 

    当事業年度に係る「関連当事者との取引」は、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

属性 
会社等の
氏名 

住所 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社の

子会社 

㈱ドリー

ムズ・カ

ム・トゥ

ルー 

東京都 

台東区 
284 

玩具等の

製造販売 
－ 

兼任 

１名 

当社商

品の販

売及び

同社商

品の購

入 

商品売上 15,814  ― ― 

商品仕入 2,718 前受金 511 

㈱ジャパ

ド 

東京都 

中央区 
60 玩具事業 － － 

同社材

料及び

金型の

購入 

材料仕入 61,469 支払手形 8,187 

製造経費 7,615 買掛金 5,538 

金型購入 6,111 未払金 4,225 

販管費 7,644     



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 172円40銭 127円22銭 

１株当たり当期純利益又は当期純損

失（△） 
7円14銭 △81円75銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、1株当た

り当期純損失を計上することとなっ

たため記載しておりません。 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益又は当期純損失金額     

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） 46,173 △552,202 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失 

（△）（千円） 
46,173 △552,202 

期中平均株式数（株） 6,469,501 6,754,372 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含まれな

かった潜在株式の概要 

  

平成12年６月28日定時株主総会決

議ストックオプション 

（自己株式取得方式） 

普通株式       62,000株 

平成16年６月24日定時株主総会決

議ストックオプション 

（新株予約権） 

普通株式       292,000株 

平成12年６月28日定時株主総会決

議ストックオプション 

（自己株式取得方式） 

普通株式       51,000株 

平成16年６月24日定時株主総会決

議ストックオプション 

（新株予約権） 

普通株式       244,000株 

  



（重要な後発事象） 

  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日  
至 平成18年３月31日）  

  

(1）事業移管 

  平成17年3月17日の取締役会において、タカラグルー 

  プの事業領域の再編により、ライフエンターテインメ 

  ント系雑貨について当社に集中する方針のもと、当社 

  は、平成17年４月１日付けにて株式会社タカラより雑 

  貨事業部門の事業移管を受ける事について決議し、同 

  年３月31日に事業移管契約書を締結いたしました。 

  当該事業移管契約により、譲り受ける資産及び負債は 

  ありませんが、株式会社タカラの当該部門の人員19名 

  の転籍を受け入れております。 

(2）役員退職金制度の廃止 

  平成17年６月21日開催の定時株主総会において、本総 

  会の終結の時をもって役員退職金制度を廃止し、本総 

  会において再任される各取締役及び監査役に対し、本 

  総会終結の時までの在任期間に対応した役員退職慰労 

  金の打ち切り支給を決議いたしました。また、再任さ 

  れる役員に対する役員退職慰労金は、それぞれの退任 

  時に支給することといたします。 

  

（１）平成17年６月21日開催の第43期定時株主総会決議に 

   基づき、平成18年４月28日開催の取締役会におい 

   て、当社の取締役、監査役及び従業員に対し、スト 

   ックオプションとして新株予約権86個を付与いたし 

   ました。内容は以下のとおりであります。 

  ①新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

   普通株式  86,000株 

  ②新株予約権の発行価額 

   無償 

  ③権利行使時の1株当たり払込金額 

   426円 

  ④新株予約権の行使期間 

   平成19年6月22日から平成21年6月21日までとする。 

（２）平成18年３月22日開催の取締役会決議に基づき、平 

   成18年４月7日に子会社であるタカラインデックス 

   ｅＲラボ株式会社へ20百万円を貸付けております。 

（３）平成18年4月28日開催の取締役会において、子会社 

      であるタカラインデックスｅＲラボ株式会社の第 

   三者割当増資125百万円の引受け並びに同子会社へ 

   125百万円を貸付けることを決議し、平成18年５月 

   16日に同子会社の第三者割当増資125百万円を引受 

   け、その後平成18年6月19日に一時的に同子会社へ 

   125百万円を貸付けております。 

（４）平成18年４月28日開催の取締役会において、株式会 

   社タカラトミーから300百万円を借入れることを決 

   議し、平成18年５月17日に同社から300百万円を借 

   入れております。 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

 該当事項はありません。 

【その他】 

 該当事項はありません。 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

㈱三菱東京フィナンシャル・グループ 2.1 3,780 

㈱イエローハット 64,344.524 83,712 

㈱エンチョー 3,000 1,500 

㈱オートバックスセブン 150 865 

㈱オートウェーブ 5,771.583 6,348 

㈱モンテカルロ 1,031.898 257 

光信産業㈱ 2,000 0 

小計 76,300.105 96,464 

計 76,300.105 96,464 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 当期増加額のうち主なものは次のとおりです。 

２ 当期減少額のうち主なものは次のとおりです。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

 (注）１ 

当期増加額 

（千円） 
  

 (注）２ 

当期減少額 
（千円） 

 (内、当期減損

損失額） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 415,710 － 23,210 392,500 269,536 8,716 122,964 

      (8,010)         

構築物 10,669 － 770 9,899 9,387 87 511 

      (770)         

機械及び装置 6,756 － 100 6,655 5,672 156 983 

      (100)         

工具器具備品 74,009 31,442 9,524 95,927 63,985 27,766 31,941 

      (364)         

土地 378,744 － 245,634 133,110 － － 133,110 

      (228,734)         

有形固定資産計 885,890 31,442 279,239 638,093 348,582 36,727 289,511 

      (237,979)         

無形固定資産               

借地権 200 － － 200 － － 200 

商標権 9,066 － － 9,066 8,612 906 453 

ソフトウェア 60,162 173 － 60,335 53,273 6,226 7,061 

電話加入権 4,867 － 362 4,504 － － 4,504 

      (362)         

無形固定資産計 74,295 173 362 74,106 61,886 7,133 12,220 

      (362)          

長期前払費用 2,894 896 1,533 2,256 1,592 1,374 664 

繰延資産               

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

   工具器具備品  生産用金型等 24,057千円

   土地  大阪事業用土地減損 92,640千円

     東京賃貸用土地減損 71,809千円

     伊勢原社宅用土地減損 39,900千円

     栃木倉庫用土地減損 24,385千円

     伊勢原社宅用土地売却 16,900千円



【資本金等明細表】 

 （注）１ 当期末における自己株式数は404,428株であります。 

２ 平成18年２月27日に第三者割当による新株式（2,304,000株 550,656千円）を発行いたしております。 

これにより資本金276,480千円、資本準備金274,176千円が増加しております。 

  

【引当金明細表】 

 （注）１  貸倒引当金の当期減少額（その他） 85,233千円は債権回収額及び洗替戻入額であります。 

２  返品引当金の当期減少額（その他）143,683千円は洗替戻入額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 676,000 276,480 － 952,480 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 （株） (6,800,000) (2,304,000) － (9,104,000) 

普通株式 （千円） 676,000 276,480 － 952,480 

計 （株） (6,800,000) (2,304,000) － (9,104,000) 

計 （千円） 676,000 276,480 － 952,480 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金 （千円） 236,500 274,176 － 510,676 

（その他資本剰余金）           

資本準備金減少差益 （千円） 245,808 － － 245,808 

計 （千円） 482,308 274,176 － 756,484 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） － － － － 

（任意積立金）           

別途積立金 （千円） － － － － 

計 （千円） － － － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 530,019 47,870 98,887 85,233 393,768 

賞与引当金 23,986 27,241 23,986 － 27,241 

返品引当金 143,683 189,339 － 143,683 189,339 

役員退職慰労引当金 19,500 2,500 14,200 － 7,800 

投資損失引当金 － 84,800 － － 84,800 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ 現金及び預金 

ロ 受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 763 

預金の種類   

当座預金 132,858 

普通預金 140,310 

別段預金 1,031 

計 274,201 

合計 274,965 

相手先 金額（千円） 

㈱パブリックスペース 48,384 

㈱七虹 33,430 

㈱クシタニ 21,410 

和歌山自動車㈱ 16,150 

大和玩具㈱ 14,840 

その他 28,768 

合計 162,984 

期日別 金額（千円） 

平成18年４月満期 80,837 

 〃  ５月 〃 42,759 

 〃  ６月 〃 18,688 

 〃  ７月 〃 20,699 

合計 162,984 



ハ 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式によっておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

ニ 商品 

ホ 製品 

相手先 金額（千円） 

エンパイヤ自動車㈱ 94,043 

㈱イエローハット 82,338 

コアーズ・インターナショナル㈱ 59,361 

㈱クシタニ 53,790 

㈱オートバックスセブン 53,094 

その他 457,932 

合計 800,560 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

725,846 4,416,520 4,341,805 800,560 84.4 63.1 

品目 金額（千円） 

トイ雑貨 8,853 

その他 6,150 

合計 15,004 

品目 金額（千円） 

自動車用等アクセサリー 195,562 

自動車用ウィンドフィルム 57,346 

自動車用季節用品 124,581 

ステッカー 30,589 

トイ雑貨 48,252 

その他 51,159 

合計 507,490 



ヘ 原材料 

ト 貯蔵品 

チ 短期貸付金 

        リ 関係会社株式 

     ヌ 長期営業債権 

品目 金額（千円） 

フィルム 25,162 

その他 48,517 

合計 73,679 

品目 金額（千円） 

台紙 7,003 

帯紙 1,543 

ブリスター 1,202 

袋 3,618 

什器等販促用品 15,300 

その他 13,883 

合計 42,551 

相手先 金額（千円） 

㈱タカラトミー 137,077 

合計 137,077 

相手先 金額（千円） 

㈱エー・ジー 122,000 

プラマイゼロ㈱ 5,000 

タカラインデックスｅＲラボ㈱ 84,800 

合計 211,800 

相手先 金額（千円） 

㈱ル・モンド 221,642 

合計 221,642 



② 負債の部 

イ 支払手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

ロ 買掛金 

相手先 金額（千円） 

リンテック㈱ 56,309 

兆陽 12,798 

ジャパンゴアテックス㈱ 11,187 

㈲ケイコレクション 7,730 

㈱Ｔ２ｉエンターテイメント 7,025 

その他 45,346 

合計 140,397 

期日別 金額（千円） 

平成18年４月満期 43,149 

 〃  ５月 〃 31,646 

 〃  ６月 〃 46,268 

 〃  ７月 〃 19,332 

合計 140,397 

相手先 金額（千円） 

㈱タカラトミー 154,599 

㈱兆陽 25,934 

リンテック㈱ 24,585 

和功有限公司 17,130 

インターナショナルエクスプレス㈱ 12,418 

その他 112,618 

合計 347,286 



ハ 短期借入金 

        ニ 未払金 

(3）【その他】 

 特記すべき事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

㈱みずほ銀行 250,000 

㈱りそな銀行 125,000 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 50,000 

㈱三井住友銀行 30,000 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 15,000 

合計 470,000 

相手先 金額（千円） 

鴻池運輸㈱ 17,547 

㈱イエローハット  7,898 

タカラインデックスeRラボ㈱  7,672 

㈱オートバックスセブン 5,809 

㈱タカラトミー  5,413 

その他  56,873 

合計 101,214 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  (注)平成18年６月29日開催の第44期定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなり 

    ました。 

       当会社の公告は、電子公告により行う。ただし、やむを得ない事由により、電子公告によることができない場合 

    は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。 

    なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりであります。 

     http://www.e-revolution.co.jp 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 1,000株券 10,000株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店  

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

 (1) 有価証券報告書及びその添付書類 

   事業年度（第43期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月21日関東財務局長に提出。 

  

 (2) 半期報告書 

   （第44期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月26日関東財務局長に提出。 

  

 (3) 有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類 

   平成18年１月17日関東財務局長に提出。 

  

 (4) 有価証券届出書の訂正届出書  

   平成18年１月20日関東財務局長に提出。 

     平成18年１月17日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

  

   平成18年２月８日関東財務局長に提出。 

   平成18年１月17日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

  

 (5) 臨時報告書 

   平成17年６月21日関東財務局長に提出。  

   企業内容の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。  

  

   平成17年11月１日関東財務局長に提出。 

   企業内容の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（親会社の異動）に基づく臨時報告書であります。 

  

   平成17年12月７日関東財務局長に提出。 

   企業内容の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。 

  

   平成18年３月６日関東財務局長に提出。 

   企業内容の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。 

  

   平成18年６月２日関東財務局長に提出。 

   企業内容の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告書であります。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月29日

イー・レヴォリューション株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 高橋 文雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 上林 敏子  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているイ

ー・レヴォリューション株式会社（旧会社名 株式会社ワコー）の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで

の連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、イ

ー・レヴォリューション株式会社（旧会社名 株式会社ワコー）及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状

態をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報  

 １．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当事業年度において１６１百万円の営業損失及び５５２百

  万円の当期純損失を計上し、４期連続で営業キャッシュ・フローもマイナスとなった。当該状況により、継続企業 

  の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況を解消するための経営計画等は当該注記に記載されている。 

  連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を反映していない。 

 ２．重要な後発事象（１）に記載されているとおり、会社は平成１７年６月２１日開催の第４３期定時株主総会決議 

  に基づき、平成１８年４月２８日開催の取締役会において、会社の取締役、監査役及び従業員に対し、ストックオ 

  プションとして新株予約権８６個を付与した。 

 ３．重要な後発事象（２）に記載されているとおり、連結子会社であるタカラインデックスｅＲラボ株式会社は平成 

  １８年５月１５日開催の取締役会でイー・レヴォリューション株式会社（会社）、株式会社タカラトミー及び 

  株式会社インデックスを引受先とする第三者割当増資を実施することを決議した。 

 ４．重要な後発事象（３）に記載されているとおり、会社は平成１８年４月２８日開催の取締役会で株式会社タカラ 

  トミーから３００百万円を借入れることを決議し、平成１８年５月１７日に同社から３００百万円を借入れた。 

 ５．重要な後発事象（４）に記載されているとおり、連結子会社であるタカラインデックスｅＲラボ株式会社は平成 

  １８年５月１５日開催の取締役会で、９９．５％の出資で子会社を設立することを決議し、平成１８年５月１９日 

  に当該子会社を設立した。なお、当該子会社は平成１８年６月５日に第三者割当増資を実施し、増資後の資本金は 

  １５百万円となり、タカラインデックスｅＲラボ株式会社の持株比率は３３．３％となった。 

  ６．重要な後発事象（５）に記載されているとおり、連結子会社であるタカラインデックスｅＲラボ株式会社は平成 

  １８年６月１５日開催の取締役会で、株式会社ＤｉｄｅｏＮＥＴ－ＪＡＰＡＮ（主たる事業内容：インターネット 

  を利用した配信技術に関する技術開発及び技術の提供）の第三者割当増資２４９百万円を引受けること、並びに同 

  社へ４０百万円貸付けることを決議し、平成１８年６月２０日に当該増資払込によって株式を取得するとともに貸 

  付けを実行した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月21日

株式会社ワコー   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 高橋 文雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 上林 敏子  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ワコーの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第43期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ワコーの平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年４月１日付けにて株式会社タカラより雑貨事業部門の事業

移管を受けた。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月29日

イー・レヴォリューション株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 高橋 文雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 上林 敏子  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているイ

ー・レヴォリューション株式会社（旧会社名 株式会社ワコー）の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで

の第４４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及

び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、イー・

レヴォリューション株式会社（旧会社名 株式会社ワコー）の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。  

  

追記情報  

 １．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当事業年度において１６１百万円の営業損失及び５５２百

  万円の当期純損失を計上し、４期連続で営業キャッシュ・フローもマイナスとなった。当該状況により、継続企業 

  の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況を解消するための経営計画等は当該注記に記載されている。 

  財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を反映していない。 

 ２．会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準が適用され 

  ることとなるため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

 ３．重要な後発事象（１）に記載されているとおり、会社は平成１７年６月２１日開催の第４３期定時株主総会決議 

  に基づき、平成１８年４月２８日開催の取締役会において、会社の取締役、監査役及び従業員に対し、ストックオ 

  プションとして新株予約権８６個を付与した。 

 ４．重要な後発事象（２）に記載されているとおり、会社は平成１８年３月２２日開催の取締役会決議に基づき、平 

  成１８年４月７日に子会社であるタカラインデックスｅＲラボ株式会社へ２０百万円を貸付けた。 

 ５．重要な後発事象（３）に記載されているとおり、会社は平成１８年４月２８日開催の取締役会で子会社であるタ 

  カラインデックスｅＲラボ株式会社の第三者割当増資１２５百万円の引受け並びに同子会社へ１２５百万円を貸付 

  けることを決議し、平成１８年５月１６日に同子会社の第三者割当増資１２５百万円を引受け、その後平成１８年 

  ６月１９日に同子会社へ１２５百万円を貸付けた。 

 ６．重要な後発事象（４）に記載されているとおり、会社は平成１８年４月２８日開催の取締役会で株式会社タカラ 

  トミーから３００百万円を借入れることを決議し、平成１８年５月１７日に同社から３００百万円を借入れた。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。 
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